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C O N T E N T S

特集

今 年 は ど う な る ？
ネ ッ ト 重 要 ト レ ン ド

この１年のインターネットを振り返ってみると、実に変化の激しい年だったこと

が改めてわかる。サービスの面では、ブログ、RSS、新型検索、ポッドキャスティ

ングなどの「Web 2.0」的話題が立て続けに登場し、インフラの面では、次世代

ケータイ、公衆無線LAN、WiMAX、UWBなど「無線」に関する技術やビジネス

が台頭してきた。

ここでは、年初にあたり、これらのネット重要トレンドが今年はどのように進化す

るのか、またどんなビジネスが展開される可能性があるのかを特集した。いまや、

複雑系（生態系）としての性質を持つインターネットを単純に予測することはむず

かしい。しかし、技術のトレンドを読み解くことができれば、方向性の予測は可能

であり、さらにその技術を利用したビジネスを創造できる可能性もある。占い的

な意味ではなく、今後のビジネスの「タネ」にしていただきたい。

［| ］小川 浩、佐々木 俊尚、織田 浩一、石川 温、飯塚 周一、村上 健一郎、

阪田 史郎、本田 雅一、高木 利弘、隅倉 正隆、塩田 紳一、西本 逸郎、

森山 和道、山碕 良志、中野 我望
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Web 2.0という「環境変化」が加速

Web 2.0がもたらす変化は、ウェブを「気候」に

例えてみると分かりやすい。現在地球は温暖化に

向かっているといわれているが、つまり気候とい

う環境の変化が起きている。そして、その原因を

大気中の二酸化炭素が増えているからだという意

見が多く見られる。

ウェブもまた、ここ数年さまざまな事象の発生

により、その環境変化が起きている。この変化の

傾向あるいは変化を続けるウェブそのものをWeb

2.0と呼ぶ。

Googleというリヴァイアサンの登場によって検

索性が上がり、これまでとは比べ物にならないく

らい膨大な情報を容易に入手できるようになり、

さらにAmazonなどにおけるロングテール現象が

顕現になったおかげで、リアルなマーケットには

ありえない消費者行動が見られるようになった。

今後、その消費者行動に即したサービスを提供で

きる新しい環境に自分をフィットできた企業やサー

ビスが次々と台頭してくるだろう。

また、ブログやSNSなどのソーシャルネットワー

ク型サービスの普及によってウェブの構造化が進

み、検索をはじめとするウェブサービスの機能向

上を加速させている。

ウェブという世界の変化は、地球上の気候の変

化と同じように、いったん変化の傾向が顕われた

ら、少なくとも数年間は同じ方向に動き続ける。

したがって、2006年においては、この環境変化、

すなわちWeb 2.0の本質を正しく理解している

企業とそうではない企業の格差が明確に見え始

めるだろう。正確にいえば、ただ理解しているだ

けでなく、これまでの成功体験を捨ててでも、新

しい環境に自らをフィットさせることができるフレ

キシビリティーが重要になってくる。

マッシュアップ手法の流行

Web 2.0の中で、開発やビジネスモデルの立案

のための考え方あるいは手法として、「マッシュ

アップ」という言葉が注目されている。

このマッシュアップとはもともとHipHop系のDJ

用語で、複数の曲をリミックスし、混ぜ合わせて新

しい曲を作る手法のことだ。それが本来の音楽

そのものから離れて「異なるソースから得た情報

をリミックスする」という、スキル的な用語としての

意味が独り歩きしだした。その結果、今ではウェ

ブサイトやウェブアプリの構築手法や思想である

かのような意味を持ち始めている。オープンソー

スコミュニティー的な“気分”もそれを後押しして

いるといえる。

GoogleやAmazon、Yahoo!、はてなをはじめと

するベンチャー企業が自社サービスのAPIを公

開しており、彼ら自身を含めた多くの企業や開発

者たちがそれらを使ったマッシュアップに挑戦し

ている。Googleローカルを使った地図サービスな

どがいい例だし、アップルのiTunes Music Store

なども、コンテンツのマッシュアップサービスと

いっていいだろう。

Web 2.0のメンターたちの中では、Web 2.0的

サービスを生み出すには「PLAY（遊び）」の要素

が必要だといわれている。マッシュアップはDJた

ちにとって遊びの要素が強いが、先に挙げた企業

の開発者たちにとってのマッシュアップもまた同様

だろう。Googleをはじめ、Web 2.0的な試みのほ

とんどは西海岸から発信されることが多いが、

HipHopの“気分”そのままに楽しみながら新しい

サービスを作り上げていくという試みは、既存の

（APIなどの）組み合わせによるという簡便さも手

伝って、2006年においてもさらに流行していくだ

ろう。

マッシュアップ：Mashup。

Wikipediaによれば、ウェ

ブアプリケーションのハイ

ブリッド化（複合化）あるい

は複数のソースからコンテ

ンツを組み合わせていく

ウェブサイトやウェブアプ

リのことを指している。リ

ミックスといったりもする

が同義である。

マッシュアップによる新し

い曲を、DJたちがファイル

交換サイトやポッドキャス

ティングなどで公開し始め

たことによって、ネット業界

にも広まっていった。

リヴァイアサン：『リヴァイ

アサン』はトマス・ホッブズ

の著書。リヴァイアサンと

は、旧約聖書に登場する怪

物。人間の自然状態を万人

の万人による闘争であると

し、この混乱を避けるため

には、人間が自らの権利を

政府という怪物（＝リヴァイ

アサン）に対して委託するべ

きであるといった内容。

ウェブサービス
Web 2.0への流れがさらに進み、生き残るサービスが明確になる。

小川 浩　サイボウズ株式会社 ネットサービス部ジェネラルマネージャー
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るデスクトッププラットフォームを捨てきれないと

いうジレンマである。

その結果、アップルは音楽（と写真、ポッドキャ

スティング）の分野に今のところとどまっている。し

かし、iTMSは、2005年にビデオ配信を始めたこ

ともあり、今後はRSS/Atom Feed対応によるテ

キスト配信、つまりニュースや書籍などの情報

サービスを行う可能性もある。となると、Amazon

やGoogleが取り組みつつある書籍レンタルサービ

スとは違った、小口課金式のテキスト販売サービ

スが登場するかもしれない。

AmazonとGoogleの関係も非常に興味深い。

AmazonはA9という検索サービスを持っている

し、両社とも書籍のフルテキスト検索という分野

にも進出している。ただ、ビジネスモデル的には、

物販と広告という形式が、本屋と図書館の違いの

ように、一部競合もあり共存もありえるように思

う。EPIC 2014のグーグルゾンのような混合はあ

り得ないと思うが、マイクロソフトとの全面戦争が

激化したとき、両社の共同戦線が張られる可能性

はある。

その他、ZimbraやKnow Nowなど、さまざま

なWeb 2.0企業が続々と資金を調達し、サービス

を拡大しようと目論んでいる。日本においても、

2006年は楽天やライブドアなどのベンチャーが急

激に成長した頃と同じような追い風を受けるチャ

ンスがある。多くのベンチャーがこの機を捉えよ

うと、独自のサービスを開発し、リリースしてくる

だろう。

Google vs マイクロソフト

Googleをリヴァイアサンと称したのは単なる

シャレではない。

ホッブスによれば、リヴァイアサンと人間の関係

は隷属的であり、自由主義的に正しくはないが、

必要悪のような意味合いを持つ。

Googleと我々の関係もこれに似ている。巨大

になりすぎたGoogleに対して懸念はあるが、使

わざるを得ないような状況になっているのではな

いか（Googleが社是で自らを「邪悪にはならない」

と宣言していることは、この意味でも興味深い）。

もともと、リヴァイアサン的な立場にあった企業

は他ならぬマイクロソフトである。彼らはGoogle

への対抗手段として、無数の分散的拠点をネット

ワーク化していく選択、つまりOSやデスクトップ

ソフトウェアのユーザーからトラフィックをウェブに

集めていくという戦略を採っているようだ（Win-

dows LiveやOffice Liveがそれだ）。

Googleは逆に巨大なネットワークから、クライア

ントやイントラネットの中に侵攻し始めている。つ

まり、ビジネスモデルとして対照的な立場や思想

を標榜する2つの企業が、新しいパラダイムを作

り上げようとしているのである。

逆に、マイクロソフトがWindowsを通して成し

得たビジネスモデルに対する明確な挑戦者とし

て、初めて成功したといえる企業がGoogleなの

だ。2006年は、この両社の全面戦争がさらにはっ

きりと見えてくるはずだ。

その他のWeb 2.0的企業たち

アップルは部分的であるが、OSに依存しない

（正確には、依存してはいるがMacでもWinでも

問わない環境で動く）iTunesと、ウェブサービス

であるiTMS、そしてiPodというお化け商品とい

う組み合わせで、新しいプラットフォームを作りつ

つある。更に、.Macというメール、IM（iChat）、ス

トレージ、ホームページ（なぜブログではないの

か?）、携帯電話ともスケジュールの同期ができる

シンク機能（iSync）など、見事に一貫したウェブ

サービスを作り上げている。

これはGoogleの動きにも似ているが、違うの

はアップルがMac OSという、Windowsに相当す

11 月に公開されたWin-

dows LiveとOffice Live

は、マイクロソフトがつい

にGoogleへの宣戦布告を

行ったものとして注目され

ている。Windows Liveは、

現在のところ Google の

パーソナライズドホーム

ページと酷似しており、決

して高機能とはいえない。

しかし、Gadgetと呼ばれ

るミニアプリケーションの

組み込みや W i n d o w s

V i s t a との連係などで、

Googleにはできないサー

ビスを実現できる可能性も

持っている。

さらに、マイクロソフトの

CEOであるスティーブ・バ

ルマーは、Windows Live

を同社が広告ビジネスモデ

ルへ転換するきっかけであ

ると宣言しており、2006

年はこの動きが具体的な形

で出てくると見られている。

図1 Windows Live。マイクロソフトがGoogleへの対抗

として打ち出したウェブサービス。今後が注目される。

http://www.live.com/
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Search
非テキストコンテンツへの対応

検索エンジン業界はGoogle、Yahoo!、MSN（マ

イクロソフト）という3強にパワーが収斂しつつあ

る。2004年から2005年にかけては、この3社が

先を争ってさまざまな検索サービス――デスク

トップ検索や書籍全文検索、ビデオ検索、ローカ

ル検索などを次々と市場に投入し、覇を争った。

2006年は3社がこうしたサービスをブラッシュアッ

プし、さらには収益モデルを模索していくことにな

るだろう。

そして同時に忘れてはならないのは、これら検

索エンジン企業群がさらに検索エンジンを新たな

パラダイムへと、進化させていくであろうというこ

とだ。その道筋は今のところ、次の3つである。

①世界中の情報をすべて検索する

②コミュニティープラットフォーム

③パーソナライゼーション

Googleは、そのミッションを「独自の検索エンジ

ンにより、世界中の情報を体系化し、アクセス可

能で有益なものにすること」としている。

インターネット上だけに限らず、世界に存在する

ありとあらゆるコンテンツや情報を検索対象にし

ていくというのは、検索ビジネスの進化の1つの

大きな目標である。

たとえばAmazonやGoogleが相次いで提供し

始めた書籍全文検索「なか見!検索」では、書籍の

内容をスキャンしてデジタル化し、それを検索エ

ンジンのインデックスに追加している（図2）。特定

の語句で検索すると、検索結果に該当ページが表

示され、中身を一部読むこともできる。

またビデオ検索も大きな注目を集めるマーケッ

トであり、Yahoo!やGoogleがサービスを投入して

いる。この市場で成功するためには、検索対象の

ビデオコンテンツをできるだけたくさん集めること

と、効率的な検索を行えるシステムを作り上げる

ことだ。特にビデオのような非テキストコンテンツ

の場合は、検索インデックス化する際にアノテー

ション（注釈）やタグをどう加えていくかが大きな

鍵となる。

この分野では、米blinkxが興味深いトライアル

を行っている。同社は独自の文脈解析テクノロ

ジー Context Clustering Technology（CCT）と

音声認識を組み合わせ、音声や映像のコンテンツ

から言葉を抽出してテキスト化し、検索可能にす

るサービスを実用化している。またこの分野で

は、フォークソノミーと呼ばれる考え方も生まれて

きている。フォークソノミーというのはfolk（人々）

と taxsonomy（分類）を合成した新語で、ユー

ザーによって自発的にオンラインコンテンツのタグ

付け分類を行っていこうというものだ。ソーシャル

ブックマークサービスのdel.icio.usや写真共有サ

イトのFlickrなどが代表的である。Flickrでは他

人がアップロードした写真に対して、閲覧した人

の側が自由にタグを付けられるようになっている。

また日本でも、名古屋大学大学院情報科学研究

科の山本大介氏と清水敏之氏が、独自開発のオン

ラインビデオアノテーションシステム「iVAS」を使

い、映像コンテンツを見ながらユーザーがリアル

タイムでアノテーションを書き加えたり、あるいは

自分のテキストブログに記事を投稿したりするな

どの方法によって、ビデオの特定のシーンにメタ

情報にもなるコメントを加えていけるというシステ

ムを開発している。この研究は独立行政法人情報

処理推進機構（IPA）の未踏ソフトウェア創造事業

にも2005年に採択されている。

いずれにせよ、こうした大量のアノテーションや

タグをユーザー側から加えられるようになれば、

Google日本法人研究開発

センターのマグラスみづ紀

氏は、2005年10月に東

京で開かれたWPC EXPO

2005の講演で、「世界中の

情報を整理して、世界中の

人がアクセスできて、使え

る よ う に す る こ と 」が

Google のミッションだと

説明した。

アノテーション：注釈。メタ

情報の 1つで、特に画像、

映像、音声といったコンテ

ンツに加えることで、より

高精度で複雑な検索を行え

るようにする。

2005年は、ブログを「ユー

ザーによって生成された

ソーシャルデータベース」と

捉え、ブログに特化した検

索を行うことに新たな価値

を見出そうとするブログ検

索も注目された。テクノラ

ティを筆頭に、g o o や

Ask.jp、Googleなど多く

のブログ検索サービスが登

場しているが、2006年は

ブログ人口の増加とともに

さらにサービスが拡充され

るものと思われる。

検索ビジネス
各種機能をブラッシュアップしてパーソナライゼーションへ向かう。

佐々木 俊尚　ジャーナリスト
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グが最適化されるという仕組みになっている。た

とえば「apple」というキーワードで検索した場合、

過去にMacintoshや iPodで検索していたような

ユーザーはアップル・コンピュータ関連のサイトが

重点的に表示され、リンゴやアップルパイについ

てのサイトは後ろに回されるような仕組みになっ

ている。

Amazon.comの関連会社であるA9も同様にロ

グインできるパーソナライズド検索を提供してお

り、利用者が過去に見たウェブサイトの中から「発

見（Discover）」する機能や、オンラインブックマー

ク、ダイアリーなどのPIM的な機能を付加してい

る。

おそらくこの分野では今後、キーワード広告や

コンテンツターゲット広告とパーソナルデータが結

び付き、より最適化されたパーソナルなマーケ

ティングツールとして検索エンジンが使われていく

可能性が高い。

検索エンジンはここ数年、インターネットのトラ

フィックの中心部を占めるようになっている。検索

エンジンを押さえることがネット上の物販に直接

つながる――という考え方はいまや主流になって

きており、検索エンジンの利用によって蓄積され

たパーソナルデータは、マーケティング業界からも

大きな注目を集めている。パーソナライゼーション

についてはまだ各社とも緒についたばかりであ

り、今後もさまざまな機能が追加され、特に検索

エンジンのユーザーインターフェイスの部分を大き

く変えていく可能性があるだろう。

コンテンツに対して意味内容に基づく検索が可能

になる。さらに視聴者の側がタグ付けを行うこと

で、コンテンツプロバイダー側が想定もしていな

かったようなさまざまな意味付けが、各コンテン

ツに加えられることにもなるという副産物もある

と考えられている。

ユーザー自身による付加情報の充実

そしてこうした検索エンジン・インデックスの新

しい枠組みは、②のコミュニティープラットフォー

ムと融合していく可能性を秘めている。2004年ご

ろからブログやSNSなどが急激に普及し、イン

ターネットビジネスの主力はB2CからC2Cへと移

りつつあるとさえいわれている。これらのC2Cビ

ジネスはCGM（Consumer Generated Media）と

も呼ばれ、自律的にコンテンツが生み出されてい

くのが特徴だ。そして個人が蓄積した情報を、他

の個人が素早く閲覧できるようにする検索エンジ

ンはもともとC2C的で、これらコミュニティービジ

ネスとの親和性は潜在的にはきわめて高い。例え

ばGoogleは、Google Baseと呼ばれる案内広告

（Classified）表示サービスを提供している。これは

ユーザーの側が「自動車売買」「料理のレシピ」

「求人」「求職」といったあらゆる種類のデータを

Googleのデータベースに自分から登録し、それを

ウェブで検索できるようにしたものだ。これを地

域別に閲覧できるようにしてしまえば、ミニコミ誌

のスケールをはるかに超える巨大な消費者情報

網ができあがってしまう。すでにOodleなどの企

業は、検索可能な地域別案内広告サービスを開始

させており、こうしたC2C的検索ビジネスの市場

は今後大きく成長していくことが期待されている。

パーソナライゼーション

さらにこれら①と②の進化と並行するかたちで

進んでいくのが、③のパーソナライゼーションの方

向性だ。

Googleはすでにパーソナライズド検索サービス

を提供しており、Googleのアカウントにログインし

て検索を行うと、検索履歴が蓄積され、それに基

づいた趣味や嗜好に応じて、検索結果のランキン
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Amazonが11月1日に開

始した「なか見検索！」は書

籍の全文検索が可能で、タ

イトル以外からも目的の書

籍を探すことができる。利

用は無料だが、目次や表紙

以外の中身の閲覧は、過去

にAmazonで商品を購入し

たことがあるユーザーに限

られる。ほかにもGoogle

がGoogle Book Search

で書籍の全文検索サービス

を提供している。図2 Amazonの「なか見!検索」では、誌面のイメージその

ままを把握できる。拡大すると文字は読めてしまうため、こ

の取り組みに対して慎重な出版社も多い。
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Marketin
CGMの爆発的な普及と
リッチメディア化

ブログ、SNS、ポッドキャスト、Vlog、CGM、

RSS、Web 2.0などと次から次へとネットマーケ

ティングやネットメディアの変革を思わせるような

キーワードが出現したのが2005年だった。

2004 年 9 月にオンラインの解説記事で、また

2005年2月にはWeb広告研究会のフォーラムにお

いての講演で、CGMの概念を紹介した。ブログ、

SNS、BBS、消費者レビューなどを含めた消費者

が簡単に情報を発信するためのメディアという概

念であるが、まだ当時では非常に斬新なものとし

て取り上げられた。しかし、1年ほどを経て状況

は大きく変わっており、ネットマーケティングにか

かわる人間で知らない者はいないといえる状況

になった。

その理由としては、ブロードバンドの普及ととも

に爆発的にユーザーが伸びているブログとSNS

の普及が大きい。一説によると、すでに検索エン

ジンで見つけられる情報の50％以上がCGMで

あり、また、ブログが検索エンジンのランキング対

策に向いていることから、検索結果の上位にCGM

が出てくる可能性は高く、「消費者がメディアとなっ

ている時代」、あるいは筆者がいう「マスマイクロメ

ディアの時代」が来ているといってもいいだろう。

企業マーケティングにおいては、ここに大きな

パラダイムシフトが起こっている。2000年に出版さ

れたネット時代の大変革を語った書籍『The clue-

train manifesto』では、「マーケットが対話にな

る」ということが予言されている。まさに、企業か

ら消費者への一方向であった企業のマーケティン

グコミュニケーションが、企業と消費者の間で双

方向に、あるいは消費者同士が企業のことについ

て双方向で語る「対話」をする環境が大規模に起

こってきたのがこの2005年ではないかと思う。

そして、デジタル製作機器やコンテンツ配信

サービス、レンタルサーバーの価格の下落によっ

て、このCGMがブログなどのテキストのスタイル

から、音声のポッドキャスト、動画のVlogまたは

Vodcastなどにリッチメディア化していく傾向が出

てきている。消費者はさらにリッチメディアで説得

力を増してきているといっていいだろう。

iTunesとiPodによるモバイル
オンデマンドネットワーク

iPodの普及が音楽配信のあり方を大きく変えて

しまったということに異論はないだろう。ただ、こ

の変化の対象を音楽市場だけの話とするのは、あ

まりにも視野が狭いといわざるを得ない。

アップルのiPod、そしてそこへコンテンツを配

信するための iTunes の新しいバージョンでは

ポッドキャストやビデオに力を入れ、特にビデオ

では当初からTV番組を提供しているディズニー

グループのTVネットワークABCに加え、この原

稿を書いている時点ではNBC Universalグルー

プから NBC、ケーブルチャンネルの Sci-fi Net-

work、USA Networkからも番組が提供され始

め、Foxネットワークなどを持つNews Corpも検

討しているといわれている。

iPodは、ネットや携帯でのオンデマンド型の情

報接触に慣れた消費者に、擬似オンデマンド的な

音声・動画コンテンツ消費方法を与えたところに

大きな成功の鍵がある。HDD型レコーダーも同

じような役目をしているのだが、消費者はすべて

のコンテンツにおいてオンデマンド視聴・情報接

触を求めており、その環境が整いつつある。

Googleが検索連動型やコンテンツ連動型広告

で成功しているのはまさにこの点にある。オンデ

The cluetrain mani-

festo：オンラインで内容

がすべて公開されながらも、

2000年に出版されたネッ

ト時代の新たなビジネスの

あり方を語った衝撃的な書。

リック・レバイン、ドク・

サ ー ル ズ 、 ク リ ス ト

ファー・ロック、デビッ

ド・ワインバーガーによる。

日本語版は『これまでのビ

ジネスのやり方は終わりだ

──あなたの会社を絶滅恐

竜にしない95の法則』（倉

骨彰訳／日本経済新聞社

刊）。

CGM：Consumer Gener-

ated Media（消費者作成メ

ディア）。ブログなどに代表

されるような、消費者自身

によって生成されるメディ

ア／コンテンツ。このCGM

によるデータをうまく生み

出す仕組みを作り、活用し

てくという動きが、Web

2.0的なものの1つとされ

ている。

ネットマーケティング
リッチメディア化がさらに進み、オンデマンド&オフラインへと広がる。

織田 浩一　デジタルメディアストラテジーズ社代表／アドイノベーター編集長（www.adinnovator.com）
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ng
NYに参加したばかりだが、その中の「TV 2.0」

と呼ばれるセッションでは、ネットマーケティングの

考え方を使ってTVを変えるための技術やサービ

スが多数紹介された。

例えば、HDD 型レコーダーのトップブランド

TiVoでは、ユーザーの属性や録画番組・視聴状

況の傾向に従って、録画した番組のリストの横に、

TiVo Showcaseという名で広告主からのブラン

デッドエンターテインメント・コンテンツを提供して

いる。つまり、ターゲットを絞り込んだうえで、

ユーザーが自らクリックするというパーミッション

があるという前提で、エンターテインメント性や情

報性の高いコンテンツを広告主が提供するのだ。

また、ケーブルTV会社の一部ではスポンサー

付きの無料ビデオオンデマンドに加え、TV ス

ポットをクリックできるような技術のテストが行わ

れている。

このようにネットで、あるいはネットの動画で使

われているようなターゲティングやインタラクティビ

ティーを持たせる技術がオフラインでも使われ始

めており、すでにテスト段階からTiVoのように実

用段階に移っている。2006年は、この辺りに面白

いサービスが多数出てくると考えられる。

このほかにも、オープンソースマーケティングと

呼ばれる消費者による広告制作など、紹介したい

新しいトレンドはまだまだある。2006年もきっと、

新たなマーケティングのキーワードが数多く生ま

れてくることだろう。それは別の機会に紹介して

いきたい。

マンドでリクエストされたコンテンツと関連性の高

い広告を出すことで、広告自体を必要とされる情

報にしている。iPodとiTunesの普及は、実はこ

のGoogleの提供する広告モデルをリッチメディア

分野で展開できる可能性を秘めている。どのよう

なコンテンツが検索され、ダウンロードされ、購買

されるか。それらは、マーケティング上、あるいは

ターゲティング上、非常に重要な情報で、アップル

はリッチメディアコンテンツ消費においてそれを集

められる環境に、ケーブルTV会社などとともに

最も近いところにいるといってもいいだろう。そ

して、その先にブランデッドエンターテインメントコ

ンテンツなどターゲット層を選んで配信すること

で、パーミッション的な、あるいはアド・オン・デマ

ンドといえるような状況が生まれてくる可能性が

見える。すでにバーガーキングやディズニーなど

はビデオiPodでキャンペーンを始めている。

コンテンツ連動型広告の
リッチメディア化

現在、米国ではポッドキャストのような音声コン

テンツファイルをテキストにする技術がいくつか公

開されている。例えば、BBN Technologiesによ

るポッドキャスト検索エンジンのPodzingerは、

ポッドキャストの音声ファイルをテキストデータに

して、それをインデックス化することで検索できる

というサービスを提供している（図3）。

今まで写真SNSサイトのFlickrに見られるよう

に、タグを使ったコンテンツのカテゴリー分けに

よる連動型の広告はすでに米Yahoo!のコンテンツ

連動型広告でテストされているが、それに加えて、

ポッドキャストを単なるメタデータだけではなく、

コンテンツ自体の内容でキーワード検索によるコ

ンテンツ連動型の広告ネットワークができる可能

性が出てきている。Vlogなど動画ブログにおい

ても、同じような動きが出てきて、2006年はリッチ

メディアコンテンツ連動型広告が本格的に始まる

年になるのではないかと考える。

ネットマーケティングの
オフライン化

世界一のネットマーケティング展示会ad:tech

アップルのビデオ配信：

アップルの音楽配信サービ

スである iTunes Music

Storeは、日本でも8月か

らサービスを開始した。そ

の後、米国ではビデオ対応

iPod の登場にあわせて、

ミュージッククリップや人

気テレビ番組のビデオ配信

も開始された。日本では著

作権をはじめとする権利関

係の問題があるものの、今

後の展開がどうなるか注目

されている。
図3 Podzinger。検索すると、その言葉が含まれる音声の

テキスト化されたものが表示され、そのまま再生までできる。

http://www.podzinger.com/
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k-tai
インパクトを与えた定額料金

2005年のケータイ業界は、端末が大幅に進化す

るとともに、料金面でもドラスティックな改革が

あった年といえるだろう。

まず、端末はNTTドコモがリードしていた「お

サイフケータイ」機能を、auとボーダフォンが相次

いで採用。ハイスペック機では標準機能になりつ

つある。

JR東日本の「モバイルSuica」が2006年1月28

日にサービス開始となるため、今後も対応端末は

一気に増えていきそうだ。

もう1つ、端末の大きな進化といえば、ケータイ

の「パソコン化」が挙げられる。パソコン用のサイ

ト閲覧が可能な「フルブラウザー」を搭載した

ケータイが増えつつあるのだ。またワードやエク

セル、PDFといったパソコン用文書ファイルの閲

覧が可能な端末も続々と登場している。

例えば、auのW32H（日立製作所）では、フルブ

ラウザー、PCファイル閲覧機能を搭載する。auの

メールはワードやエクセルなどの添付ファイルに

も対応しているため、メールでそれらのファイル

を受信し、そのままW32Hで確認するといった使

い方ができる。ビジネスパーソンにとって、ちょっ

とした外出ならばノートパソコンは不要と思える

ほどの利便性を実現しているのだ。

年末には、ウィルコムがW-ZERO3（シャープ）と

いう、Windows Mobile 5.0を搭載した端末を発

売（図4）。これまで海外で人気のあった、「スマー

トフォン」と呼ばれるPDAと電話機が一体化され

たジャンルの商品が日本でも手に入るようになっ

たのだ。

また、パソコンで音楽データを管理し、miniSD

などに保存したファイルをケータイで再生できる

「リッピング機能」も一般的になってきた。パソコン

用リッピングソフトとマイク付きヘッドフォンを端末

に同梱し、ケータイを購入してすぐに使える環境

を整えるなど、「音楽ケータイ」として他社と差別

化しているメーカーもあるくらいだ。

端末が多機能化する一方で、料金面にも大きな

動きがあった。

DDIポケットから名称変更を行ったウィルコム

が2005年5月から開始した「定額プラン」は、ケー

タイ業界にかなりのインパクトをもたらした。

月額2900円でウィルコム同士の通話が無料とい

う画期的な料金設定により、カップルや家族を中

心に加入者が急増。年内にもDDIポケット時代に

記録した361万契約という過去最高契約数の記録

を突破する勢いにまで成長している。

この流れを受け、低迷しつつあったボーダフォ

ンも家族間の通話が無料になる「家族通話定額」

や特定の 1 人の相手への通話が無料になる

「LOVE定額」といったオプションを続々と投入。

復活への足がかりをつかみつつある。

NTTドコモもトランシーバーのように会話する

「プッシュトーク」という新サービスで、月額1050円

で通話し放題となる「カケホーダイ」という料金プ

ランを設定するなど、「定額」は1つのトレンドとな

りつつあるのだ。

2006年は番号ポータビリティーを
睨んだ熾烈な戦いに

2006年は11月に導入開始となる「番号ポータビ

リティー制度（以下、MNP）」を控えて、各携帯電

話会社とも囲い込み策に必死になるだろう。特に

5000万契約を抱えるNTTドコモは、MNP導入

は契約者が他社へ大挙して流出しかねないと危

惧している。そこでNTTドコモが考えているの

が、いかにしてユーザーの満足度を上げていくか

モバイルSuica：JR東日

本が2006年1月28日よ

り開始するサービス。おサ

イフケータイで改札を通る

ことができ、電車に乗れる。

電子マネーとしても利用可

能。対応機種は、NTTドコ

モの F902i ／ N902i ／

P902 i ／ SH902 i ／

N901iS ／ P901iS ／

S H 9 0 1 i S 、 a u の

W32H/W32Sとなってい

る。

ワンセグ：ケータイやカー

ナビ向けの地上デジタルテ

レビ放送のこと。据え置き

テレビやケータイ向けに周

波数帯域を13セグメント

に分けて放送しているのだ

が、ケータイはそのうちの

1セグメントを利用するこ

とから「ワンセグ」と呼ばれ

ている。2006年4月1日

より全国45局のテレビ局

でスタートする予定。

プッシュトーク：NTTドコ

モが902iシリーズで標準

搭載したサービス。NTTド

コモでは音声通話しかでき

ないが、auは「ハローメッ

センジャー」として音声だけ

でなく、テキストや画像な

ども送受信できる。

ケータイ
番号ポータビリティーに向けた料金競争と端末の高機能化が焦点に。

石川 温　ケータイジャーナリスト
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うワンセグ対応端末が発売されているが、地上デ

ジタル放送により、電車やクルマのなかなどでも

快適にテレビを見ることができるようになる。こ

れまでもアナログテレビ放送に対応したケータイ

は数多く発売されていたが、屋内などで見ようと

思っても、砂嵐状態が多く、満足に見られるもの

ではなかった。ワンセグではそういった場所でも

安定した映像を視聴できるので、使い勝手は格段

に上がっている。

auの場合、GPSと連携し、テレビで紹介された

レストランまでの道順を案内したり、音楽番組な

どで紹介された楽曲の「着うたフル」をすぐにダウ

ンロードしたりするといった連携が可能となって

いるなど、ワンセグによって、ケータイの新たな使

い道が広がることになりそうだ。

また音楽関連では、いよいよハードディスクを

搭載したケータイが登場する見込みだ。着うたフ

ルなどを好きなだけダウンロードして保存してお

けるだけでなく、iPodのようにパソコンで管理し

た楽曲データを大量にケータイで持ち歩くこともで

きるようになりそうだ。

端末の高機能化により、ケータイ1つで、電話

やメールだけでなく、カメラ、フルブラウザー、PC

ファイル閲覧、テレビ、ラジオ、おサイフ、音楽プレ

イヤーなど必要な機能がすべて揃うことになるだ

ろう。

2006年はMNP導入により、料金戦争も過熱し、

さらに値下げされていきそうなだけに、安価で高

機能な端末を選べるという、消費者にとっては嬉

しい年となりそうだ。

という戦略だ。

NTTドコモでは、2005年11月より、長期契約

者向けの割引オプションである「長期割引」と、家

族向けの「ファミリー割引」の割引率を大幅に拡充

した。10年以上契約し、ファミリー割引を利用し

ているユーザーなら月額基本料金が半額になる

ほどの大盤振る舞いだ。NTTドコモユーザーは、

長期に契約している層が多く、彼らを囲い込むこ

とが何よりも先決となる。そこで魅力的な割引オ

プションを用意し、彼らに認知させることで、

MNPを乗り切ろうという戦略だ。

また、NTTドコモでは、おサイフケータイを

ベースにした「iD」と呼ばれるクレジットカード事

業にも進出した。ケータイ以外の付加価値をつけ

ることで、他社との差別化をつけていくという。

auやボーダフォンもJCBなどクレジットカード会

社と「モバイル決済推進協議会」といった組織を立

ち上げ、おサイフケータイを軸にしたクレジット決

済システムを構築しようとしている。各携帯電話

会社は、ユーザー囲い込みの 1 つの策として、

ケータイを決済ツールに育てようとしているのだ。

地デジやHDD搭載など格段に進化

2006年は、端末がさらに高機能化していくと予

想される。最も注目すべきは4月1日から開始さ

れるケータイ向け地上デジタル放送「ワンセグ」

だ。

NTTドコモがP901iTV（パナソニック）を発表

（図5）。すでにauからはW33SA（三洋電機）とい

iD：NTTドコモが提供する

クレジットカードのこと。

現在は、三井住友クレジッ

トが「iD」ブランドのクレ

ジットカードを発行してい

るが、今後はNTTドコモ自

身も発行を予定している。

番 号 ポ ー タ ビ リ ティー

（MNP）：消費者は自分の電

話番号を変えることなく、

契約する携帯電話会社を変

更することができるように

なる。電話番号は変わらな

いが、メールアドレスは変

更されてしまう。2006年

11月1日より導入される

ことが決まった。

図4 ウィルコムのW-ZERO3（シャープ製）。日本初の

Windows Mobile搭載ケータイであり、マイクロソフトも

ケータイ市場進出の足がかりとして大きな期待を寄せる。

図5 NTTドコモのワンセグ対応端末P901iTV（パナソ

ニック製）。データ放送からパケット通信を使ってウェブサ

イトにアクセスし関連情報を取得できる。
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FMC
現在、注目されてきているFMCとは、以前のそ

れとは異なり、まさしく“融合”と呼ぶにふさわし

い、高度なサービスの実現を目指している。

特に2004年以降、FMCのコンセプトや重要性

が再認識され、世界各国の通信事業者が多様な

形態のFMCサービスの提供を試みる一方、高度

なFMC実現に向けたコンソーシアムも結成され

ている。そして、高度なFMCを支える次世代IP

コアネットワークへの移行計画も、各国の主要通

信事業者が続々と明らかにし始めるようになって

きた。

さらに国際標準化機関「ITU-T」も、FMCの実

現を含む「NGN」（Next Generation Network）の

標準化に向けた動きを始めている。このように

FMCは、単なる一体型サービスの枠を超え、各

国の通信事業者にとっても将来の事業戦略にかか

わる最重要テーマになろうとしているのだ。

高度なサービスの統合を実現

通信事業者がFMCサービスを提供するのは、

高度な統融合サービスの実現、つまり利用者の利

便性向上はもちろんのこと、通信網の運用コスト

削減や新たな収益源の創造といった、ネットワー

ク事業者がこれからの採ろうとする経営戦略とし

ての面も色濃く反映されている（図6）。さまざま

な属性／インフラを持っていた通信事業者は、今

までのように自らの領域だけで事業を拡大させて

いくことが難しくなってきたのである。

一方、ユーザー側の通信手段も、以前は電話と

FAX程度だったものが、今では携帯や固定電話、

ブロードバンド、公衆無線LAN、IP電話といった

具合に増えている。ビジネスパーソンであれば、

名刺に刷り込むこれらの情報、例えば電話や

FAX番号に加え、メールアドレスやURL、IP電話

番号など、それぞれ記載する必要性が出てくるだ

ろう。

また、一般消費者でもそれぞれのサービスにつ

いて、個別の請求書が毎月届き、家計に占める通

信料金を細かくチェックすることすら、容易では

なくなってきている。要は、需要サイドにとっても、

FMCを受け入れる素地があるということだ。単

純に考えても、携帯電話がこれだけ普及した以

上、固定と移動の両メディアを持つ必然性は、も

はや薄れている。

FMCの利用シーンとして、想定されているのは

多種多様だ。加入ネットワークの一元化や複数加

入契約の請求書一本化、サポート窓口一本化、割

安パッケージ料金に始まり、複数端末の一元化や

複数番号の統一、メールやコンテンツのシームレ

スな利用・統合管理、Eコマース連携など、各種

サービスやアプリケーションの融合といった、高

度なサービスまで実現の方向にある。

このように、事業者が今後収益を拡大させてい

くというサービス供給側の論理と市場が求めつつ

あるニーズは、年を追うごとに重なる部分が広

がってきているのだ。FMCとは、各種の通信メ

ディアが高度化・多様化していくなかで急速に生

じてきた、時代の要請に応える大きなトレンドとい

えよう。

ウルトラ3G構想で先頭を切るKDDI

日本国内ではKDDIが2005年 6月、「ウルトラ

3G」構想を明らかにしている。これは、3G携帯電

話の発展系「System Beyond IMT-2000」をベー

スに、固定網と移動網の融合を図るコンセプトだ。

最大の特徴はバックボーンをIPv6ベースのパケッ

トネットワークとすることで、多彩な手段のアクセ

スを可能とし、最終的にはユーザーがどこにいて

FMC：Fixed Mobile Con-

vergence（固定網と移動網

の融合）。固定電話と携帯電

話など、従来それぞれ別個

に分かれていたネットワー

クやサービスを、統融合し

たサービスとしてユーザー

に提供しようという動きの

こと。

ユーザーの端末だけでなく、

固定系のブロードバンドか

ら携帯電話、無線 LAN、

CATVなど、すべてのコア

ネットワークを IPによって

一元化する。そして端末の

種類やネットワーク、サービ

スを問わず、シームレスな

通信を実現する。

以前から、家庭のコードレ

ス電話と携帯電話を一体化

させ、利用者の宅内では固

定の通信料金が適用される

サービスもあった。しかし

こうしたサービスは、ユー

ザーインターフェイスの悪

さなどから、普及すること

はなかった。また、従来の

電話網をベースとしたもの

が大半で、システムとして

も特に革新的な要素はなく、

「融合」というよりも、むし

ろ「一体化」という表現の方

が適切だったといえる。

FMC
3Gの次を見据えてNTTとKDDIが提供する真のFMCサービスと課題。

飯塚 周一　有限会社 情報流通ビジネス研究所 代表取締役所長
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を持つ。

すでにNTTグループ内では、NTT東西やドコ

モ、NTTコムなど、傘下企業が個別に運営して

いた公衆無線LANを、統合するなどの動きを見

せ始めている。今回の計画を表明するにあたって

NTT は、グループ企業間で重複している各種

サービスを整理し、さらに順次統合を進めていき

たい考えを表明した。FMCを始め、サービスの

統合は社会的ニーズにも合致するとの論理だ。

公正競争上、NTT法などでの規制対象となっ

ている同社は、1999年に事業領域ごとに企業分

割（再編）されている。そうした経緯を持つNTT

が、FMC／サービス統合のためにグループ企業

間の連携を強化するということは、すなわちNTT

の再々編、あるいは以前の独占状態に逆戻りする

可能性が高いことを意味する。

こうしたことから、KDDIやソフトバンクなどの

事業者は、NTTの動きに対して猛反発、行政サ

イドも注視しているのが現状だ。世界的なトレン

ドとしてのFMCは、ユーザー側にとって歓迎すべ

きものに違いない。だが、最終的にユーザーの利

便性や料金低下を促す、通信事業者間の競争と

いう側面からすれば、今後解決していかなければ

ならない課題が立ちはだかっている。

FMCの実現を目指す事業者はますます増加し、

それを可能にする技術や標準化も活発化する一

方、公正競争というルールをどう見直せばいいの

か。FMCサービスは、決して一筋縄でいかない

問題をも内包しているのである。

も同じ内容のサービスを利用できることを実現す

る点にある。

サ ー ビ ス 間 近 の CDMA2000 1X EV-DO

Rev.Aの発展版、「次世代CDMA2000」では、下

り100Mbps～1Gbps、上り50Mbpsクラスのデー

タ通信速度の実現が目標とされている。KDDI

は、ウルトラ 3Gと連携させる無線 LAN 技術、

WiMAX、802.11n、1Gbps超のFTTHなども、欠

かせない要素であるとし、これらをシームレスに

切り替えられるような、統合サービスがウルトラ

3Gの世界と位置付けている。

NTTのFMC計画が突きつけた課題

NTTグループも2004年11月に発表した「中期

経営戦略」で、アクセスラインの光化とIP化の両

方について着手することを宣言、取り組み事項の

一番目に「FMC の実現」を大きく謳っている。

2005年11月には、そのロードマップやブロードバ

ンド・ユビキタスサービスの展開について、具体

的計画を発表した。

2006年度下期から、NTT東西のIP網への次世

代中継システム構築に着手し、2007年度下期から

次世代ネットワークサービスの本格提供を開始す

る。また、NTTドコモの3G携帯「FOMA」の拡

張・発展版である「スーパー3G」の開始を契機に、

固定系と移動系の両サービスのシームレス化を実

現していくという。

しかし、FMCサービスの実現に向けて、NTT

グループが明らかにした内容は、もう1つの一面

ウルトラ3G：ウルトラ3G

では固定電話はもとより、

第 2 世代携帯や 3G 携帯

（CDMA2000 1X）、次世

代 の C D M A 2 0 0 0 、

IEEE802.16eなどの無線

LAN、BluetoothやZig-

Bee などの近距離無線、

ADSL、FTTH、デジタル放

送と、多様な通信方式をサ

ポートする。イメージとし

ては、1台の端末を持てば

屋外では携帯として使え、

ホットスポットでは無線

LAN、家庭／オフィスでは

光ファイバー網と接続でき

るような仕組みの、シーム

レスなサービスを目指す。

無
線
L
A
N

P
H
S

携
帯
電
話

D
S
L
・
光

C
A
T
V

個別アクセス・個別提供

NGN

FMC

サービス
制御の統合

シームレスサービス
加入者情報／
ビリング一元化

エンドライン統合

バンドルサービス
トリプルプレイ
クワドプルプレイ

バックボーンの統合

投資／
運用コスト削減

端末の統合

デュアル端末
マルチ端末

シームレスサービス

サービスにおける統合化構造

NGN

FMC

アプリケーションの統合

シームレスサービスによる
顧客獲得とARPU向上

新たな収益源の創造

ネットワークの統合

インフラの一元化と
サービスごとの柔軟な投資

設備投資／
オペレーションコスト削減

サービスの統合

サービスのバンドルによる
顧客流出の抑制

ユーザーの囲い込み

通信事業者にとっての戦略的意義

※NGN ： Next Generation Network

統合化

図6 ネットワーク／サービス

統合の意義。出所：情報流通ビ

ジネス研究所『モバイルイン

ターネット要覧2006』

http://www.isbi.co.jp/report

/mi-yoran/mi2006/
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VoIP
新しそうで実は古いIP電話の歴史

実は、IP電話（VoIP）の歴史は古い。最初の製

品は、現在、利用者が急増しているSkypeと同じ

ように、パソコンのサウンドカード、スピーカー、マ

イクを使うものであった。これは第1世代のIP電

話ということができるだろう（図7）。

パソコンやネットワークが遅いので、遅延があ

り音の質も良くなかったが、マニアに利用された。

公衆網PSTNとVoIPとを接続するためにパソコ

ンに内蔵するFXOインターフェイスも用意され、

一般の電話をかけることもできた。普通の電話機

をパソコンに接続するためのFXSも用意された。

FXOはオフィスに置いておくもので、VoIPから

PSTNの電話番号を指定して外部へかけることが

できる。しかし、外部からの電話は、内部のパソ

コンの番号を指定できないので、電話はある特定

の電話に着信するのがせいぜいだった。

第2世代は、VoIPのプロトコル標準化の時代で

あった。1997年に国際電気通信連合ITUで、そ

れまでのテレビ会議用プロトコルをベースに

H.323プロトコルが標準化された。また、インター

ネットのプロトコルの標準化を行うIETFでは、

1999年にSIPが標準化された。これらによって、

2000年代に入ると、異なるメーカーの製品を相互

接続できるベースが整った。また、SIPやH.323の

手順でオフィスの電話網を構築できる構内交換機

IP-PBXも開発された。なお、IP-PBXには、オ

フィス内は従来のままで単に拠点間を専用線から

IPに替えたもの、全部をIPにしてしまったものな

どさまざまなものがある。ただし、外線はPSTN

となることはいうまでもない。

製品の出始めということもあり、通信関係の雑

誌の記事やメーカーの広告には、年間数千万円削

減、コスト半額など刺激的な見出しが踊った。し

かし、これらは、デメリットやコストについての十

分な分析が行われたものではなく、企業の担当者

を困惑させるものとなった。

課題の顕在化とSkypeの登場

2005 年は、それまでがメリット一辺倒のプロ

モーションであったのに対し、通信系雑誌の読者

の欄には、IP電話に対する苦情や混乱、異なる見

解が掲載されるようになった。また記事自体も、

何がメリットで何がデメリットかの分析がある程度

進んだ年となった。記事のタイトルもトラブルの報

告や慎重なコストなどの分析を行うものが多く

なった。

この年に登場した IP 電話の話題には、無線

LANを使用したVoIPであるVoWLAN（Voice

over Wireless LAN）や、携帯電話にVoIP機能

を内蔵してオフィス内ではVoIP、オフィス外では

携帯網を使用するモバイルPBXやそれをアウト

ソーシングしたモバイルセントレックスが登場し

た。これらは、プロトコルとしてSIPに独自機能を

加えたものである。SIPだけでは、内線の機能を

提供する仕様が不足しているために、独自の拡張

が必要になる。無線LANでVoIPを使うことは、

有線LANよりも調整が必要であることが雑誌の

記事などで報告され、ノウハウが披露された。

2005年には別の動きとして、SIPのような標準

プロトコルを使用せず、気軽にIP電話のサービス

を利用できるSkypeの普及も進んだ。これは、

チャットやファイル転送なども含むため、IP電話と

いうよりも、インスタントメッセンジャーに分類され

るのかもしれない。

SIPでは、家庭やオフィスにあるようなNATを

超えてIP電話を使用することができない。このた

め、例えば、ADSLのモデム内にIP電話の機能を

VoIP：Voice over IP。イ

ン タ ー ネ ット な ど の

TCP/IPネットワークで音

声データを送受信する技術。

社内LANを使った内線電話

やインターネット電話など

に応用されている。

PSTN：Public Switched

Telephone Networks（一

般加入電話回線網）。回線交

換方式で音声通話をする交

換機ネットワークで、データ

通信を行うには回線の間に

モデムを接続する必要があ

る。

FXO：Foreign Exchange

Office。VoIPゲートウエイ

装置やPBXのアナログ電話

回線用インターフェイスの

ことをいう。

FXS：Foreign Exchange

Subscriber。アナログ電話

機やFAXを直接収容できる

PBXインターフェイス。

SIP：Session Initiation

Protocol。インターネット

電話などで利用されている

通信制御のための国際標準

規格プロトコル。

PBX：Private Branch

Exchange。構内交換機。

企業内や役所などに設置さ

れ、内線電話の接続や公衆

回線への接続を行う装置。

IP電話
実際の導入で見えてきた課題とそれを踏まえた使いこなしの段階へ。

村上 健一郎　法政大学ビジネススクール イノベーションマネジメント研究科
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だ。しかし、大企業で Skype を入れることは、

NATを超えてしまうというセキュリティーの面か

らも導入に躊躇している姿がうかがえる。IP電

話では品質も心配な面がある。場合によっては、

IP電話から従来のPBXへのゆり戻しが起きる可

能性もある。例えば、企業で利用するメインフ

レームコンピュータはすたれていくばかりだと思

われていた。しかし、ゆり戻りが起き、逆に売上

が上がった年もある。最近では、ユーザーは流れ

に身をまかせているのではなく、投資の最適化を

行っているのだといわれている。これと同じこと

が起きても不思議ではない。

モバイルセントレックスも同様だ。これまでは、

内線でPHSを利用したモバイルPBXを利用する

ことが多かった。PHSは開発されてかなり経過し

ており、技術的に安定している。このため、

VoWLANに新規投資を行うよりも、この資産を残

してゆく企業もあるだろう。

繰り返すが、ベストの電話の方式が1つあるの

ではなく、それぞれにコスト／品質／機能などの

トレードオフがあるということだ。一度にIP電話

に替えために、LANがダウンすると電話もかから

なくなったという例もある。また、停電で全部の

IP電話が使えなくなった例もある。しかし、携帯

電話があれば、対応ができるかもしれない。この

ようなリスク管理までを十分に考えた賢いユー

ザーが増えることは間違いない。つまり、2006年

は技術に振り回される段階から、使いこなしの段

階に入るのだ。

入れてNATの制限を受けないようにしたり、変

換後と変換前のアドレスの対応がわかるように

UPnPのような機能を使う設定をNATにしなけ

ればならないという煩雑さがあった。これでは、

エンドユーザーは簡単に使うことができない。

これに対しSkypeは、設定をしなくともNAT

を超えてIP電話が使えるソフトウェアで、ダウン

ロード数がすでに1億を超えた。ただし、ダウン

ロード数と実際に利用しているユーザー数はかな

り違う。しかし、急激に増えていることは確かで

ある。SkypeもPSTNへ電話をしたり、PSTNか

ら電話を受けたりできる。前者はSkepeOut、後

者はSkypeInと呼ばれる。

一方、検索エンジン大手のGoogleもGoogle

Talkと呼ばれるSkype同様の機能を持つソフト

ウェアをリリースした。これは、Googleの無料の電

子メールサービスGmailとも連動している。さらに

Yahoo!も同様のサービスに乗り出すことになった。

Skypeは2003年にリリースされたが、2005年に

はさまざまなホールプロダクトが販売されるように

なった。ホールプロダクトとは、コアとなる製品

（ここではSkype）を実際に利用するにあたって必

要となる付加的な製品のことである。例えば、

Skypeが利用できるUSB接続のヘッドセットや電

話機、従来の電話機をSkypeで使うためのアダプ

ター、解説書、SkypeOutの料金を払うためのク

レジットなどがそれにあたる。

混乱から使いこなしの段階へ

さて、最後に、IP電話が2006年にどう変化し

てゆくのかということを見てみよう。これまで、さ

まざまな種類のIP電話のサービスや装置が出て

きた。これは、ユーザーがTPOに応じて、IP電

話を選択する余地が出てきたということだ。それ

ぞれの技術の長所と短所をじっくり観察し、それ

を自分のニーズと比較し、評価を行うことによっ

て冷静に技術を選択する利用者が増えるであろ

う。つまり、企業の規模や利用方法によって異な

る結論が出ることになる。

SOHOではSkypeで良いかもしれない。Skype

同士は無料であり、SkypeIn、SkypeOutのサービ

ス料も安い。また、遠隔の仲間とパソコンで共同

作業をしながら打ち合わせをするのにもぴったり

UPnP：Universal Plug

and Play。家庭内のPCお

よび周辺機器、家電製品な

どをネットワークで接続し、

情報や機能を提供しあうた

めの技術。1999年にマイ

クロソフトが提唱した。

Skype：音質の良さと複雑

な設定をしなくてもNATを

越えて通話できることから、

PCユーザーの人気を集め

たソフトフォン。本社はル

ク セ ン ブ ル ク に あ り 、

2005年9月に米eBayに

買収されて話題となった。

また、12 月にはビデオ

チャット機能を備えたベー

タ版が公開されている。

多様化と
使いこなしの
時代へ

レガシーPBX

第一世代
VoIP

第二世代
SIP/H.323

WVoIP/Skype

1995年 2006年2000年

図7 IP電話（VoIP）の歴史。1995年のボーカルテック社の最初の製品が出てから10年以

上が経過している。2006年は新たな段階に入る節目だといえる。
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Public Wirele
課題の多かった以前のサービス

ノートPCやPDAなどの携帯端末をもって移動

するユーザーに対し、無線LANを通して各種の

サービスを提供する公衆無線LANのサービスは、

米国において2000年、国内では2年後の2002年

に開始された。米国、国内ともに、空港、駅、ホ

テル、ファストフード店、カフェ、レストラン、ガソリ

ンスタンド、書店、大学のキャンパスなど利用でき

るスポットは多岐にわたっている。表1に国内に

おける主なサービスの一覧を示す。2006年1月現

在世界全体で約10万台、国内で2万台強のアク

セスポイントが公衆無線LANとして設置されてい

る。しかし、国内はアクセスポイントが点在という

状況で、アクセスポイントを探すのに苦労すること

が多く、公衆無線LANが十分に活用されている

とはいえない。

その要因には次のようなものがある。

●サービスの主体が携帯電話と比較した高速な

インターネットアクセス（ウェブアクセス、メール等）

で、これ以外の魅力的なサービスが乏しい。

●このためもあって、月当たりの価格が2千円（約

16ドル）以下であるにもかかわらず、現状ではビ

ジネスユーザーが大部分を占め、一般コンシュー

マーに浸透していない。

●既に普及している携帯電話で利用できない。

さらに、利用の増加に伴い、次のような問題も

起こっている。

●異なるサービス事業者の無線LAN間を移動し

た時のローミング（サービス継続）ができないか、

できる場合も手順が複雑、すなわち、シングルサ

インオンができない。

●動画や音楽、音声のストリーミングサービスにお

いて、無線LAN間を移動した時の画質、音質を

劣化させない高速ハンドオーバー機能が不十分。

2006年は面展開で普及元年に

これらの課題を解決するための技術開発、実証

実験が2004年以降急速に活発化し、2006年に公

衆無線LANの本格的な普及を迎えることは間違

いない。代表的な動きとして、点在から面展開へ

の利用エリアの拡大と、IP電話の利用に向けた

製品開発がある。

次のサービスは、面展開の代表例だ。

公衆無線LAN
都内を中心に進むカバーエリアの拡大と進化する無線技術。

阪田 史郎　千葉大学大学院

N e w  I n d u s t r i a l  T r e n d  o f  2 0 0 6

表1 主な公衆無線LANサービス。2006年は、東京都心部では劇的に環境整備が進むことになる。
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サービス 事業者 月額費用（税込） カバーエリア／備考 URL

livedoor Wireless ライブドア 1,050 525 山手線内。ライブドアサイト内のみを利用できる無料コースも有り http://wireless.livedoor.com/

BitStand YOZAN 7,560 630 最大9Mbpsの実効値。バックホールにWiMAXを使用 http://www.wimax.ne.jp/

おでかけアクセス（旧Yahoo! BBモバイル） ヤフー、BBテクノロジーズ 0 304 12月からマクドナルド2600店舗に順次対応（利用にはYahoo! BBへの加入が必要） https://ybb.softbank.jp/odekake/

BBモバイルポイント 日本テレコム 0 無料／有料※ISPごとに異なる 全国。成田国際空港、無線LAN倶楽部のローミングサービスを提供。 http://www.japan-telecom.co.jp/business/wlan/

FREESPOT FREESPOT協議会（主宰メルコ） 0 無料／有料※施設ごとに異なる 全国と一部海外地域。飲食店や公共施設などに無線LANの導入キットを提供 http://www.freespot.com/

HOTSPOT NTTコミュニケーションズ 1,575 1,680 海外ローミングにも対応。1日チケットや従量制の料金メニューも用意 http://www.hotspot.ne.jp/

Mzone NTTドコモ 0 1,575 全国800箇所以上および海外。FOMAユーザー向けの接続プランも http://www.nttdocomo.co.jp/service/data/mzone/

無線LAN倶楽部 NTT-BP 1,575 1,575 駅、空港、量販店など。2005年12月にサービスを終了し、NTTグループで統合の予定 http://www.ntt-bp.net/

フレッツ・スポット NTT西日本 840 945 全国。フレッツ・アクセスサービス契約者は初期費用無料、月額840円で利用可能 http://flets-w.com/spot/

Mフレッツ NTT東日本 1,050 210 全国。利用者向けのMフレッツメイトと、提供者向けのMフレッツホストを提供 http://flets.com/mflets/

初期費用
（税込）
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ess LAN
術に関して、無線LANの標準化を進めている

IEEE 802.11委員会においても、新たな標準化の

議論が活発化している。その例として次のものが

挙げられる。

●メッシュネットワーク：2004 年 5 月に IEEE

802.11sが発足し、2006年の秋には基本方式が標

準化される予定である。メッシュネットワークは、

公衆無線LANの面展開への有力な技術となる。

IEEE 802.11sでは、メッシュ型の通信が可能な特

別なアクセスポイントを用い、その間のルーティン

グ制御、エンドツーエンドのQoS制御、セキュリ

ティー機能などが規定される。

●超高速無線LAN：2003年9月にIEEE 802.11n

が発足し、100Mbps以上の高速な通信を目指して

2007年に標準化を完了する予定である。超高速

無線LANが開発されると、公衆の場においても

高品質映像配信が可能となる。例えば、2時間の

MPEG2映像データのダウンロードが7分程度で

できるようになるため、新たなビジネスの創出が

期待される。

●ITSとの連携：2004年5月にIEEE 802.11pが

発足し、無線LAN技術を用いた路車間や車車間

の通信方式の標準化を進めている。本機能が開

発されると、例えば、自動車がメッシュネットワー

クにおけるノードとなり、事故に関する情報を送

りあったり、交通状況のリアルタイムな交信による

最適なナビゲーションを行ったりすることが可能

になり、移動型の公衆無線LANが実現する。

●ライブドア：D-cubic（後に livedoor Wireless

に改名）を発表。東京都山手線圏内の電柱2200

か所にアクセスポイントを設置し、公衆無線LAN

サービスを提供。7月下旬よりテストサービスを開

始。12月1日より正式サービスとなった。月額525

円。図8はライブドアのサービスで使用するアク

セスポイントだ。

●平成電電とドリームテクノロジ、YOZAN：2006

年より、例えば公衆無線LANのバックボーンとし

て無線 MAN（WiMAX）使用するような、無線

LANと無線MANを組み合わせた高速無線通信

サービスを提供することを発表。

このほかにも、野村総研とインテルの協力によ

る大阪市南港の特定エリアをカバーするDigital-

City大阪プロジェクト、NTTブロードバンドプラッ

トフォームによる神奈川県の産能大学一帯をカ

バーするプロジェクトなどが既に始動している。こ

のような動きは米国や台湾でも活発化している。

公衆無線LANのキラーアプリがIP電話という

ことは、公衆無線LANの利用開始の時点からい

われてきたが、面展開に伴ってその動きに拍車が

かるものと思われる。IP電話で用いられる050番

号の利用については未解決の課題がいくつかあ

るが、デバイス面では、FOMAと無線LANの

デュアル端末として2004年にN900iL（PasageDu-

ple）、2005年にM1000が、NTTドコモより相次い

で製品化されている。

無線LANの面展開、デュアル端末の利用増大、

ローミング・高速ハンドオーバー技術の進展など

が見込まれる2006年は、公衆無線LANの普及元

年になると思われる

また、2003年に開始された経産省の次世代無

線LANスポットプロジェクトでは、プラグ&サービ

ス（公衆無線LANのサービスエリアに入ると同時

にエリア内のさまざまなサービス情報をプッシュ

型で配信）、シームレスローミング&ハンドオーバー、

プライバシー保護の各技術を新規に開発し、大規

模ショッピングモール、シネマコンプレックス、ガソリ

ンスタンドなどにおいて実証実験を実施している。

さらなる進化を遂げる無線LAN技術

今後公衆無線LANの利用拡大の契機となる技

WiMAX：IEEE（米国電気

電子学会）傘下の IEEE-SA

は 12月7日、WiMAXを

拡張して移動体通信に対応

しさせた通信規格「IEEE

802.16e-2005」（モバイ

ルWiMAX）を正式に承認し

た。

公衆無線LANアクセス環境

を大きく前進させる技術と

し て 注 目 さ れ て い た

WiMAXだが、特に移動体

に 対 応 し た モ バ イ ル

WiMAXの標準化が待望さ

れていた。対応製品は、

2006年中には登場すると

見られている。

WiMAXは、2001年12

月に見通し環境での固定ワ

イヤレスアクセスを実現す

る 技 術 と して 、I E E E

802.16が標準化。2004

年6月には、見通し外環境

での使用を想定した IEEE

802.16-2004が標準化さ

れており、今回のモバイル

WiMAXはそのアメンドメ

ント（追加・修正版）となる。

図8 12月1日から本サービスを開始したlivedoor Wire-

lessのアクセスポイント。山手線内をカバーエリアとして

おり、駅周辺では見かけるようになってきた。
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Home Netw
DLNAはHAViと同じ運命となるのか

家電ネットワークといえばDLNA。ソニー、松下

電器、マイクロソフト、インテルなど、家電とPCの

大手が集まってルール作りを行ったものの、その

立ち上がりは決して順風満帆には進んでいない。

DLNAの本来の目的は、デジタルコンテンツを

家庭内LANで共有するためのルール作りにあっ

た。デジタル家電とPCが家庭内を席巻し、徐々

に浸透していく中で動画や音楽などデジタルコン

テンツの視聴スタイルに自由を与えたい。そのた

めに、異なるメーカーの機器同士が最低限のルー

ルの下に相互運用を可能にするハズだった。

しかし、幅広いベンダーの支持を得るため、利

権が絡む内容に関しては積極的に仕様へ取り込

むことが難しい。圧縮CODECやコンテンツの

ディレクトリーサービスなど、肝心な部分での仕様

が緩過ぎるという批判は、DLNAの発足当初から

あった。

このような事情から、消費者にとって魅力的な

アプリケーションを構築するにはプラスαの要素

が必要となり、独自に拡張する風潮が助長された

ことは否めない。マイクロソフトなどはDLNAを

支持しながらも、別途、Windowsを中心としたコ

ンテンツ共有システムを提供しているほどだ。

家電各社、PCベンダーともにDLNAに対しては

前向きな姿勢は示しているが、提供されている機

能は現在のところ初歩的なものが多く、使い勝手

も良くない。ユーザーのニーズが多様化する中、

2006年、まだ普及への目処が立たないようだと、

第2のHAViとなってしまう可能性もある。

AV家電とAVパソコンの温度差

90年代後半はデジタル家電をより簡単で便利な

ものにするためのHAViという仕様が登場して期

待されたが、結果的には失敗に終わった。DLNA

が成功するには、HAViの轍を踏まぬよう、家電

とPC、両方の業界が協力する必要がある。とこ

ろが両業界にはDLNAの取り組み1つを取って

も、かなりの温度差があるのが事実だ。

例えば大手家電ベンダーの中には、DLNAを仕

様として採用しながらも、正式にはDLNA対応と

アナウンスしていないケースがある。相手がきち

んと仕様を守っているかどうかわからないので接

続が保証できないためだ。PC業界でいうところ

のネットワークAPIのサポートとはかなり異なっ

た扱いがされているというのが率直な印象だ。

マイクロソフトやインテルも、ネットワークの先に

あるデジタル家電を、やや軽く見る傾向が強い。

コンテンツの保管や管理はPCで行い、あわよくば

PC上でプレミアムコンテンツを購入し、それを配

信する相手がデジタル家電というイメージだ。プ

レーヤーは安物のMPEGデコーダー内蔵ボックス

でかまわないという扱いになると、日本の家電ベ

ンダーは出番がなくなる。

そもそもパソコンを常時電源を入れたまま利用

するホームサーバーとして現実的なものと見るか

否かにも大きな温度差がある。極端な例だが、松

下電器は同社の製品をDLNAに対応させていく

としているが、サーバーからクライアントまで一貫

してPCが使われていない。プラグインで簡単に、

しかもセキュアにコンテンツを扱うためには、信

頼性が低いPCではダメという判断があるからだ。

ユーザーのニーズはシンプル

家電を中心としたネットワークという話題を取

り上げるとき、最も多いのがインターネットを活用

したコンテンツの流通ビジネスの可能性という

H A V i ： H o m e

Audio/Video interoper-

abilityの略。松下電器、日

立、ソニー、シャープ、東芝、

フィリップスが共同で策定

を 進 め た 仕 様 で あ る 。

iL INK などを用いた高速

ネットワークにおいて、各社

の製品がきちんと相互接続

され、連係動作するように

ネットワークのAPIを定め

た。コンテンツの暗号化や

未認定機器の排除などセ

キュリティーにも十分な配

慮がされている。

現在もハイビジョン録画の

ダビング用端子やDV端子

などにHAViの面影を見る

ことができるが、これらは

その残骸ともいえる。機能

追加のためのAPI拡張や互

換性検証などの面で折り合

いがつかず、比較的緩い規

格のまま詳細な仕様の煮詰

めに手間取ったため、市場

には互換性の低い機器がた

くさん出回ることになった。

その弊害は現在でも見られ

る。

DLNA： Digital Living

Network Alliance。家庭

内のネットワークにおいて、

異なるメーカーのAV機器、

PCなどを相互に接続し、動

画や音楽などのデータを相

互にやりとりするための仕

様を策定するために設立さ

れた業界団体。ソニー、松

下電器産業、NEC、マイク

ロソフトほか、多数の企業

が参加している。

家電ネットワーク
家電ネットワーク化の鍵は接続を意識させない自由で簡単な機能性。

本田 雅一

N e w  I n d u s t r i a l  T r e n d  o f  2 0 0 6

40 ││ INTERNET magazine││ ││ ││
インターネットマガジン／株式会社インプレスR&D

©1994-2007 Impress R&D



work
だけの世界ならば、マイクロソフトが標準的なソフ

トウェアのAPIを提供すれば済むことだが、家電

までを含めた家庭内ネットワーク全体となると話

が違ってくる。

2006年、家電ネットワークの活用は、大いなる

ビジョンと可能性を認められつつも、大きな発展

はないまま進む可能性が高いといえるだろう。

一方、家庭でのネットワーククライアントとして

はゲーム機にも注目が集まっている。次世代機は

ハイビジョンテレビやネットワークに標準で対応し

ており、家電製品よりも多くの普及台数が見込ま

れている。

例えば、日本では12月10日に発売されたマイク

ロソフトの Xbox 360は、Windows XP Media

Center Editionの機能をネットワーク経由で利用

可能な Media Center Extender（MCX）の機能

を内包している。米国版ではハイビジョン番組を

PCで録画し、ネットワーク経由で再生するなどの

機能も利用できるようになっている。しかし、日本

のハイビジョンには対応しておらず、Media Cen-

ter搭載パソコンは普及していない。

ライバルとなるソニーのPlayStation 3も、同じ

ようにネットワーク機能に対応する可能性は高い

が、現時点では具体的にどのような機能を搭載す

るのか情報はない。

ソニーのVAIOシリーズはDLNAに準拠した

VAIO Mediaを搭載しており、それに準ずるネッ

トワーク再生やインターネット経由の動画配信、

ネットラジオなどに対応すると予想される。

テーマだろう。もちろん、どの企業もそれを念頭

に置いていることは間違いない。

しかしネットワーク経由でのプレミアムコンテン

ツ流通には、まだ時間がかかるだろう。ISP各社

や独立系ネットワーク配信会社による映画販売は、

やっとインフラが整いつつある段階だ。新しいコ

ンテンツの楽しみ方としての芽生えは2006年に

起こるだろうが、それが光ディスクをコンテナとす

る販売を脅かす存在になるには時間がかかる。

コンテンツベンダー各社は、ネットワーク販売を

DVDなどの置き換えではなく、レンタルビジネス

の置き換えとして捉えている。

とはいえ、事態が急変する可能性はある。たと

えば東芝は自社のテレビを4th MEDIAに対応

させた。テレビ自身がインターネットのクライアン

トとなり、ウェブを通じて映像をオンデマンドのビ

デオストリームとして楽しむ手法だ。こうした流れ

がテレビメーカー各社に広がれば、注目度はさら

に増していくかもしれない。

DLNAに話を戻そう。DLNAが2006年に成功

のきっかけをつかむためにはユーザーのニーズ

に応じるだけでいい。そしてニーズは実にシンプ

ルである。

かつてアナログ時代、ユーザーはコンテンツを

簡単に扱うことができた。ケーブルをつないでダ

ビングすれば、別のリムーバブルなメディアにコ

ピーしたり、あるいはメディアを手で持ち運ぶこと

で別の部屋で簡単に楽しむことができた。

ところがデジタル化された現在、ケーブルをつ

なげば即座に機器同士がつながるという、ユー

ザーから見れば実にアタリマエのことができてい

ない。これはDLNAでもiLINKでも同じであり、

PCでもAV家電でも同じだ。結局のところ、デジ

タルメディアの時代に便利になったようでいて、む

しろ不便になっている実態がある。自ずと家電業

界全体が1つの高付加価値製品にすべての機能

を集約させ、その中で閉じた世界を作る方向へ

と向かっている。

この問題を解決する方法はあるのだろうか?

ユーザーのニーズはシンプルだが、それを解決

する方法はシンプルではない。デジタルのコンテ

ンツを、コンテンツベンダーが望むだけのセキュア

な運用で扱い、各社の製品が必ずつながるように

検証を進める作業は実に複雑である。これがPC

4th MEDIA：ぷららネット

ワークスとオンライン

ティーヴィ（OLTV）による、

NTTフレッツ向けのブロー

ドバンド映像配信サービス。

ISPなどは、これをプラット

フォームとして利用し、自

分の会員ユーザーに対して

サービスを提供できる。

Windows XP Media Cen-

ter Edition（MCE）：Win-

dows XPに、Media Cen-

terと呼ばれるAVパソコン

機能がリモコン操作ででき

る家電風のユーザーイン

ターフェイスと機能を盛り

込んだもの。日本で販売さ

れているパソコンへの採用

例は少ないが、米国では店

頭販売されている家庭向け

デスクトップパソコンの大

半が採用している。ユー

ザーインターフェイスを

ネットワーク経由で利用で

きる機能もあり、Media

Center Extenderという一

種のセットトップボックス

を利用し、Media Center

Editionをインストールした

パソコンに近いフィーリン

グの操作を行える。

図9 10月に開催されたCEATEC 2005では、DLNA

ブースで互換製品の展示・デモが行われていた。2006年に

はさらに対応製品が登場してくるのだろうか。
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PAN
実用化元年を迎えたUWBとZigBee

21 世紀初頭に Bluetooth が PAN（Personal

Area Network）の先頭を切って製品化された。

しかし、その普及を見ないまま、2003 年以降

UWB（Ultra Wide Band）とZigBeeの標準化と

技術開発が急速に進展し、2006年に実用化され

るに至った。高速通信を武器とするUWBと、省

電力センサーネットワークとして期待されるZig-

Beeの市場投入により、PANはユビキタスネット

ワーク社会の主役として、人々の生活の隅々にま

で浸透して活用されていく。

①UWB

UWBは、10mの距離で100Mbps、3mの距離

で480Mbpsの速度で通信することが可能である。

これまでホームシアターといえば、リビングルーム

に家族全員が集まって大型スクリーンに投影され

た1つの映像を視聴するというイメージであった。

しかし、100Mbpsの通信速度はハイビジョンの映

像を4～5本同時に通信できる速度であり、放送

中の映像やDVDに蓄積しておいた映像を、リビ

ングルームだけでなく各個室のパソコンにも配信

しながらいくつもの映像を同時に楽しむことが可

能となる。

UWB のもう1 つの使い方として、ワイヤレス

USB（Universal Serial Bus）がある。ワイヤレス

USBは、UWBを通信媒体として、パソコン本体

とキーボード、プリンター、メモリー、ディスプレイ

などの周辺機器を、最大127まで有線のUSB 2.0

に匹敵する高速な速度で接続することを可能にす

る。ワイヤレスUSBは、その詳細仕様が2005年5

月にWiMedia Allianceを中心とした企業連合に

よって標準化され、2006年の市場投入で本格的な

利用が始まる。

UWBにおける1つの問題は標準仕様の行方で

ある。現在UWBの通信方式は、IEEE 802.15.3a

において標準化が進められているが、インテルや

TIが推す MB-OFDM（Multi-Band Orthogonal

Frequency Division Multiplexing）と、モトロー

ラやフリースケールが推す DS-UWB（Direct

Sequence UWB）の 2つの方式が残っている。

IEEE 802.15.3aでは一本化が難しく、2006年以

降の市場での競争によって決着する方向である。

②ZigBee

ZigBeeは250kbps（第3世代携帯電話のFOMA

の約2/3倍）の速度ながら、低消費電力、6万5千

以上のセンサーの接続が可能という特徴がある。

ZigBeeの登場は、これまで工場やビルなどの業務

用が主であったセンサーネットワークを、一般消

費者にとって身近な存在にするうえで大きな役割

を果す。

例えば、家庭内に防犯用の人感センサーやド

ア・窓開閉センサー、防災用の火災センサーや震

度センサー、GPSを用いた位置センサー、さらに

高齢者の体調（体温、血圧、脈拍、心拍、血糖値

など）を計測するバイオセンサーなどの多数のセ

ンサー群をZigBeeで接続し、屋外のパソコンや

携帯電話でセンサー群からの情報をリアルタイム

に監視したりセンサー群を制御したりすることが

可能となる。

ZigBeeは、2003年に物理層とMAC層の仕様

が IEEE 802.15.4、2004年にネットワーク層以上

の仕様の骨格が業界団体の ZigBee Allianceに

よって標準化された。ネットワーク層の開発、すな

わちルーティング機能が実現されることによって、

2006年には本格的な利用が開始される。現在ア

プリケーションプロファイルとしては、照明制御に

関する規定のみであるが、空調、換気、省エネな

GPS：Global Position-

ing System（全地球測位シ

ステム）。人工衛星を使って、

自分が地球上のどの地点に

いるのかを割り出すシステ

ム。カーナビへの応用が身

近だが、最近ではケータイ

にも搭載され、地域情報と

あわせたナビゲーションシ

ステムとして活用されてい

る。

TI：Texas Instruments。

インテルなどと並ぶ世界的

な半導体メーカー。日本法

人は、日本テキサス・インス

ツルメンツ株式会社。

PAN（パーソナルエリアネットワーク）
ユビキタスネットワーク技術は標準化から製品の市場投入段階へ。

阪田 史郎　千葉大学大学院
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●高速センサーネットワーク：ZigBeeの高速版と

して、UWBを用いて数Mbpsによる通信を可能

にするセンサーネットワークの検討が IEEE

802.15.4.aにおいて進められ、2007年に標準化さ

れる予定である。

●アドホックネットワーク：ユビキタスネットワーク

においては、動的なネットワークトポロジーの変化

に対しても所望の宛て先に情報をマルチホップで

通信するアドホックネットワークとしての機能が今

後重要となる。メッシュネットワークとも呼ばれ、

無線LANに関しては IEEE 802.11sにおいて検

討が進展している。ZigBee においても IEEE

802.11sと同様のルーティングプロトコルが採用さ

れており、無線 LANと連携した大規模なセン

サーネットワークの実用化が期待される。

● RF-ID（ Radio Frequency IDentification）：

RF-IDは、非接触センサーとしてネットワークとい

うよりも短距離無線に位置づけられるが、食品だ

けでなく家電や家具、衣装、薬品、文具、書籍な

どさまざまな日用品に装着されていく。今後セン

サーネットワークとの連携も重要になる。

●PLC（Power Line Communication：電力線通

信）：情報家電ネットワークについては、無線では

ないがADSL、CATV、FTTHに続く第4のアク

セス網としてPLCのサービスが2006年に開始さ

れる。PLCは、従来は低周波帯（10～450kHz）を

利用した数十～数百kbps程度の速度であった

が、2006年以降は高周波帯（2～30MHz）を利用

して最大200Mbpsの速度の達成を目指している。

どのホームオートメーションやビルオートメーショ

ンでの利用に向けた各種アプリケーションプロ

ファイルの議論も活発化している。

③Bluetooth

Bluetoothは、これまで速度がUWBとZigBee

の間の700kbps強、接続端末数が基本構成のピコ

ネットで最大7、消費電力の面でも必ずしも優位

性があるわけではなく、普及の兆しが見えにく

かった。このため、業界団体の Bluetooth SIG

（Special Interest Group）は 2004年に、Blue-

tooth 2.0 として通信速度を2Mbps/3Mbpsに拡

張したEDR（Enhanced Data Rate）、消費電力

を抑えた新しい仕様を発表している。

Bluetoothならではの使い方については、車の

運転中における携帯電話の使用が禁止されたた

め、車におけるハンディフォンとしての利用が増大

しており、今後の普及が期待される。

またBluetooth SIGは、2005年 5月にはUWB

と互換性をもたせることを発表した。通信媒体と

してUSB、MAC層から上位をBluetoothのプロ

トコルスタックを用いることで、豊富なアプリケー

ションが高速な通信のもとで利用可能となる。

さらなる高速化とユビキタスネット
ワーク対応へ進化

PANにおいては上記のほかに、次のようないく

つかの注目すべき関連する動きがある。

携帯電話
（3G/3.5G→4G）

インターネット

モバイル
ネットワーク

FTTH/PLC

高速センサー
ネットワーク（UWB）

低速センサー
ネットワーク（ZigBee）

AVパソコン

ビデオカメラ

デジタル
TV

ホームサーバー

HDD/DVD

オーディオ

高精細大型
壁スクリーン

デジタル放送

次世代高速無線LAN
（IEEE802.11n）、
UWB/ワイヤレスUSB

センサー

ロボット制御など

ゲートウェイ

図10 2010年頃に実現され

るPANを中心としたホームシ

ステムのイメージ。
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Contents Distri
2005年最大の話題はアップルの
iPodとiTunes Music Store

「コンテンツ流通」に関して2005年最大の話題

は、アップルの音楽配信事業、iPodと iTunes

Music Store（iTMS）の世界的な成功と日本進出

であろう。

アップルは、1月にフラッシュプレーヤー iPod

shuffleを発表したが、その際の数字ではiTMSが

販売した累積楽曲数は2億3000万で、1日の平均

販売曲数は125万曲であった。

8月には、日本でも iTMSのサービスを開始。

100万曲という楽曲数、およびそのうちの90%が1

曲あたり150円という価格設定は、他の音楽配信

事業社にも大きな影響を与えた。iTMSは、日本

でサービスを開始して以来4日間で100万ダウン

ロードを達成し、日本においても最大の音楽配信

サイトとなった。

iPodの国内シェアの伸びも著しく、8月の時点

で36%であったのが、11月には60%となった。

そして、12月にはiTMSの販売楽曲数は全世界

で6億を超えるに至った。

ちなみに、着うたフルの場合、KDDI/auが9月

に発表した数字は、楽曲数 6 万曲、累積ダウン

ロード数2000万であった。

このほか、音楽配信で注目される動きとしては、

Yahoo! JAPANが 8月にスタートした「Yahoo!

ミュージック サウンドステーション」がある。約10

万曲がフルコーラス、無料で試聴できるという

サービスである。

ケータイ向け電子書籍の販売が躍進

電子書籍では、ケータイ電子書籍サイトの伸び

が著しく、とりわけケータイコミックサイトの躍進が

目立った。

ｉモードでアクセス数No.1のサイトはNTTソル

マーレが運営する「コミックｉ」で、2005年7月末の

時点で月間70万ダウンロードを超え、サービス開

始以来300万ダウンロードに達した。

9月に刊行した『電子書籍ビジネス調査報告書

2005』（インプレス刊）では、2004年度の電子書籍

の市場規模を45億円と発表。このうち12億円が

ケータイ電子書籍市場であるとした。ちなみに

2003年度の電子書籍の市場規模は18億円で、こ

のうちケータイ電子書籍市場は1億円にも満たな

かった。電子書籍市場全体の規模も2.5倍と著し

く拡大したが、ケータイ電子書籍市場は一気に12

倍に拡大したのであった。

ネットから生まれたコンテンツの
クロスメディア展開が大当たり

「コンテンツ流通」という観点からもう1つ注目さ

れる動きは、ネットから書籍、映画、テレビへと

いったクロスメディアへの展開である。

2004年10月に「2ちゃんねる」の書き込みを書

籍として刊行した『電車男』（中野独人／新潮社）

は、100万部を突破。2005年6月には山田孝之・

中谷美紀主演で映画化されて5週間で200万人の

観客を動員、7月には伊藤淳史・伊東美咲主演で

テレビドラマ化され、最終回の視聴率が25.5%と

なるなど、一大ブームを巻き起こした。

2005年 1月には、サイバーエージェントが運営

する「アメーバブログ」で3か月間、人気No.1と

なったブログを、『実録鬼嫁日記』（カズマ／アメー

バーブックス）として出版。『実録鬼嫁日記』は10万

部を超え、10月には観月ありさ・ゴリ主演でテレビ

ドラマ化され、こちらも高視聴率を獲得し、2006

年には映画化されることも決まった。

アップルがiTunes Music

Store日本語版を発表した

2005年8月4日、オリコ

ンのORICON STYLEや

レーベルゲートのMora、

USENのOnGenなどが、

一部の楽曲においてこれま

で 1 曲あたり 210 円～

270円であったのを150

円～200円に値下げした。

2004年度の電子書籍で最

も累積ダウンロード数が多

かったのは、3 万ダウン

ロードを超えた『PLATON-

IC SEX』（飯島愛／小学館）

で、これに続くのは1万ダ

ウンロードを突破した『蹴り

たい背中』（綿矢りさ／河出

書房新社）、『指先の花～映

画『世界の中心で、愛をさけ

ぶ』律子の物語』（益子昌

一／小学館）、『ずっと、ずっ

と、あなたのそばに～映画

「いま、会いにゆきます」～

澪の物語』（若月かおり／小

学館）などであった。

コンテンツ流通
市場は順調に成長して有料／無料のコンテンツが相乗効果を生む。

高木 利弘　株式会社クリエイシオン代表取締役
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ibution
プルのiPodとiTMSがここまで成功したかという

ことである。アップルが音楽配信事業をスタート

するまでは、楽曲をMP3ファイルで交換すると

いった違法行為が蔓延し、誰も音楽配信ビジネス

が成功するとは思えないような状況であった。

iPodとiTMSの成功が証明したのは、「コンテン

ツ流通」の仕組みがよくできていて、欲しいコンテ

ンツが安価ですぐに手に入れられ、すぐに楽しめ

るのであれば、多くの人はタダで違法なファイル

交換をするよりも、ちゃんとお金を出してコンテン

ツを購入するということであった。

この教訓は、電子書籍であれ、ゲームであれ、

映像コンテンツであれ、あらゆる「コンテンツ流

通」に当てはまるであろう。

もう1つ大きな流れとして注目されるのは、広告

モデルによる無料の「コンテンツ流通」である。

2006 年 4 月にワンセグ放送がスタートすると

いったように、2006年は「放送と通信の融合」が

ますます進展する年になることは間違いない。そ

こで、従来、放送で成功してきた広告モデルが、

「コンテンツ流通」の主流となる可能性も大きいと

考えられる。

ネット放送では、ポッドキャストが有望である

が、ちょうどiTMSにおいて、フリーコンテンツで

あるポッドキャストがそのほかの有料コンテンツと

併存しているように、無料の「コンテンツ流通」と

有料の「コンテンツ流通」は対立するのではなく、

併存することで相乗効果を上げる方向に進むであ

ろう。

新たなPDF著作権保護技術の登場と
書籍全文検索サービスの開始

PC向けの電子書籍では、3月に電子書店パピレ

スがPDFの著作権保護システム「KeyringPDF」

を導入した。2004年11月にAdobeがAdobe Con-

tent Serverの販売を終了したことで、有力な電

子書籍ファイル形式の 1 つと見なされていた

Adobe eBookが撤退してしまったが、その穴埋

めをする形となった。

同じく3月にソフトバンク・パブリッシングは、

ページをめくるような感覚で読める「FlipBook」形

式の電子書籍のダウンロード販売を開始した。9

月にはソフトバンク・メディア・アンド・マーケティン

グとアクセス・パブリッシングが「FlipBook」形式

による電子雑誌「Manyo─万葉─」を創刊。動画

や音声をふんだんに組み込んでいる点と、購読無

料という点が特徴である。

11月には、Amazon.co.jp が書籍の全文検索

サービス「なか見！検索」を開始した。ちなみに米

Amazon.com では、同様のサービス「Search

Inside!」を2003年10月に開始。同サービスは、英

国では2005年7月、デンマークとカナダでは2005

年8月に開始している。一方、米Googleも2004

年10月に書籍の全文検索サービス「Google Print」

（後に「Google Book Search」と名称変更）をス

タート。Googleが日本で同様のサービスを開始す

るのも時間の問題である。

iTMSが販売しているオーディオブックも広い意

味での電子書籍の1つということができる。米国

のオーディオブックの市場規模は900億円に達す

るといわれ、新刊ベストセラー書籍のオーディオ

ブックも充実している。

一方、日本のiTMSでも、たとえば稲川淳二の

『あなただけに語りかけるリアル怪談』が、全体の

ベストセラーランキングで8位になるなど、魅力あ

るコンテンツであればランキング上位に入ること

が証明された。

アップルの成功事例で見えてくる
有料／無料モデルの並存と可能性

2006年の「コンテンツ流通」の動向を予測する

うえでまず考えなければならないのは、なぜアッ

ポッドキャスト：RSS 2.0

の技術を使って、音声やビ

デオファイルを半自動的に

配信する仕組み。最初に、

アップルのiPodでの利用が

盛んだったため、「iPod」と

「Broadcast（放送）」を組

み合わせた名称が付けられ

た。さらに、iTunesの対応

によって、一大ブームと

なっている。

ただし、ポッドキャストで使

われている技術は標準的な

ものであり、さまざまな対

応ソフトが存在する。

図11 いまや音楽配信だけにとどまらず、映像配信へもサー

ビスを広げるiTunes。iPodとiTunesの成功によって、アッ

プルはコンピュータメーカーを超えたブランドを確立した。
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Broadcasting
IP-TVサービスが加速

日本のブロードバンド人口が急激に増え始めて

いる中、Yahoo!やUSENなどの通信事業者による

ブロードバンドを利用したIP-TVサービスが増え

ている。USENで既に始まっている広告付き無料

映像配信サービスは、無料ということもありユー

ザー数も増加している。

ブロードバンド環境が整備されてきたことによ

り、TBS、日本テレビ、フジテレビなどのテレビ局

の参入も始まった。また、2005年11月には電通と

民放5社による広告付き無料のネット配信新事業

者設立に向けた検討が始まった。

今後は、テレビ局による広告モデルのVOD（IP-

TV）サービスが増えてくることで、さらに良質なコ

ンテンツ数も増えていくものと期待できる。

本格化するケータイ向けデジタル放送

デジタル放送ならではの新しい放送サービスと

して注目されているケータイ向けデジタル放送が

いよいよ本番を迎える。

先頭を切ったのが2004年10月に開始したモバ

イル向け有料衛星デジタル放送サービス「モバ

HO!」である。2006年春には、音声放送受信機能

搭載の携帯電話が発売される予定である。さら

に、12月から音声サービスのみのリーズナブルな

料金も用意されたことで、より身近なサービスに

なっていくと考えられる。

ケータイ向けデジタル放送の本命である地上デ

ジタルテレビ放送「ワンセグ放送」が2006年4月か

ら東名阪で開始される。

このワンセグ放送は、基本的に無料放送（NHK

は既存のアナログ放送契約）であり、地上デジタ

ルテレビ放送の補完放送（サイマル放送）と位置付

けられているが、今まで家にいなければ見る事が

できなかった時間帯に、好きな場所でテレビ番組

を見る事が可能になる。また、携帯電話の通信機

能を利用した「双方向サービス」や「個人端末向

けターゲティング広告」、さらには「データ放送をト

リガーとした有料サービス展開」などの新しい

サービス提供と近い将来に開始されるだろう

「ケータイ向け独自番組」の提供が期待されている。

もう1つの地上デジタル放送であるデジタルラ

ジオは、全国放送を行うマルチプレックス事業会

社（東京の民放ラジオ局5社（TBS R&C、文化放

送、ニッポン放送、エフエム東京、JWAVE）によ

り設立）が、2006年4月に東京・大阪で本放送を

開始する。

地上デジタルラジオの特徴は、多チャンネル放

送や音楽番組に連動した音楽ダウンロードサービ

スはもちろんのこと、簡易動画映像ではあるが、

ライブ映像付きの野球やサッカーなどのスポーツ

中継番組や、臨場感あふれる5.1チャンネルサラ

ウンド放送サービスの提供が可能となる。

ワンセグ放送やデジタルラジオは、ケータイ端末

以外にカーナビも受信可能となるため、モバイル

端末全般をターゲットとした放送と通信のハーモ

ニーによる新しい放送サービスの提供が期待さ

れている。

デジタル放送受信機の
ハイブリッド端末化

モバイル向け地上デジタル放送であるワンセグ

放送とデジタルラジオは、周波数が異なる以外は

同一の仕様であることから、両方のデジタル放送

を受信可能なハイブリッド携帯端末の登場が普及

の鍵になると考えられる。

また、iPodのようにHDDを搭載した携帯プレ

VODサービス：Video On

Demand（ビデオ・オン・デ

マンド）サービス。インター

ネットを利用して映画など

のコンテンツを利用者が好

きな時に見ることができる

サービス。

サイマル放送：サイマル

キャスト。simu lcast、

simultaneous broad-

casting、同時放送。同じ

時間帯に同一の番組を複数

のチャンネルで放送するこ

と。

マルチプレックス事業会

社：デジタル・インフラ整備

（2011年末までに全国世

帯エリアの90%のカバー

率を目標）、デジタルラジオ

のチャンネル編成権、放送

番組事業者の選定、受信機

の普及および放送の維持・

運用を行うデジタルラジオ

のプラットフォーム会社。

イギリス、フランスやカナ

ダなどでデジタルラジオの

マルチプレックス事業を

行っている。

ターゲティング広告：年齢・

性別・嗜好に合わせて提供

する広告のこと。

放送
テレビとラジオのデジタル化で加速する放送・通信融合サービス。

隅倉 正隆　IT・放送技術ジャーナリスト&コンサルタント
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同期型&非同期型放送サービスへ

通信サービスは郵便の非同期型サービスから

電話による同期型サービスへシフトし、インター

ネットの発達により、ウェブやメールといった非同

期型サービスが普及し、現在はRSSを使った同

期型サービスとウェブやメールの非同期型サービ

スの混合サービスへと進んでいる。

同様に放送サービスは、新聞のテレビ欄とリア

ルタイム視聴の同期型サービスからEPGによる録

画、そして全チャンネル録画へと進んでいる。

今後は、放送のデジタル化と通信のブロードバ

ンド化の発展により、固定・モバイル共にサー

バー型放送やポッドキャストなどの非同期＆同期

型放送サービスへシフトしていくものと考えられ

る。

ユビキタス社会が近づく中、ますます私たちの

生活スタイルの変化に伴って多様化する放送の視

聴形態に対応した同期型＆非同期型放送サービ

スへシフトした、新しい時代の放送サービスに期

待する。

イヤーの普及により、HDDの大容量化／低価格

化がさらに加速し、HDDを標準搭載したデジタル

放送対応のハイブリッド携帯端末が登場すると予

想される。

IP-TVサービスの登場で、多チャンネル化が進

む中、放送や通信などの配信手段を意識せずに、

好きな時に好きな番組を見たいという要望が強く

なる。そういった視聴者のニーズに対応するため

に、固定型受信機についてもデジタル放送やブ

ロードバンドコンテンツを意識せずに視聴でき、

大容量のHDDに録画可能なハイブリッド端末へ

とシフトしていくと考えられる（図12）。

そして、そのきっかけとなるのは、2007年に放

送事業者により開始される予定のサーバー型放

送サービスである。サーバー型放送サービスで

は、放送により配信されたコンテンツが受信機の

HDDに蓄積され、さらに放送をきっかけとして、

ブロードバンド経由でブロードバンドコンテンツも

視聴することが可能であり、また好きな時に好き

な番組を視聴することが可能なハイブリット端末

である。

サーバーP：サーバー型放

送運用規定作成プロジェク

ト。放送事業者、受信機

メーカーや通信事業者など

が集まり、サーバー型放送

の運用規定と受信機仕様を

策定する団体。

ソニーコミュニケーション

ネットワーク株式会社（サー

ビス名称：So -ne t）は、

2005年11月29日、モ

バイル VOD サービスの

Portable TVにて、ダウン

ロードレンタル方式による

動画コンテンツの有料配信

サービスを開始した。再生

機器としてPSPが利用で

き、公衆無線LANや自宅の

無線LAN環境でコンテンツ

を直接ダウンロードして再

生できる。

地上波デジタルテレビ放

送：2003年12月に東京、

名古屋、大阪の3大都市圏

の一部で開始された、地上

波テレビのデジタル放送。

デジタル化することで、高

画質、データ放送、視聴者が

参加できる双方向の番組放

送などが可能になるといわ

れている。2011 年 7 月

24日には、従来のアナログ

放送から全面移行するとさ

れていて、家電量販店では

デジタルチューナー内蔵テ

レビや対応チューナーを多

く見かけるようになった。

2006年中に全国に放送地

域を広げる予定。

PC・携帯電話

移動受信端末
（カーナビなど）

ハイブリッドワンセグ／
デジタルラジオ

TV放送
＋

ストリーミング

データ放送
＋
ウェブ

HDD

デジタルハイブリッドTV

HDD

TV放送
＋

ストリーミング
データ放送
＋
ウェブ

デジタルTV・HDDレコーダー

HDD

TV放送

データ放送

ストリー
ミング ウェブ

デジタル放送

ビデオiPod

ブロードバンド・
インターネット

図12 デジタルテレビは総合ハイブリッド端末へ。1つの端末でテレビ放送もブロードバンド経由の映像も、データ放送コン

テンツもネットからのウェブコンテンツも、いずれもシームレスに違和感なくユーザーは扱えるようになる。
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Development
進む開発環境のオープンソース化

オープンソースには、さまざまな分野のソフト

ウェアがあるが、それらを開発するための開発環

境自体もオープンソース化が進んでいる。古くは、

gccなどのコンパイラがオープンソースとして普及

したが、最近では、Eclipsなど、開発環境自体が

オープンソースとして提供され始めた。

これまで開発環境は、ソフトウェア製品を作る

企業向けのものとして比較的高価な製品であっ

た。このため、ビジネスで使うのはともかく、教育

用に大量に導入することが難しかった。ところが

オープンソース化が始まり、後発のプラットフォー

ムでは、普及のため、オープンソースの開発環境

をベースにしたものが無償で配布されることも

あって、全体的にコストが低下してきている。

Linuxなどは、もともとコンパイラやエディターと

いったUNIX系の標準開発環境がオープンソース

として提供されていたため、プログラミング技術を

持ったユーザーが開発者になる敷居が低かった。

これが多くのプロジェクト発足につながった。

また、マイクロソフトなども、安価な開発環境で

あるVisual Studio Express Editionのベータテ

ストを行っているが、米国で50ドル程度、日本国

内でも同程度の価格になる見通し。

組み込み系などセキュリティーやライセンス制限

があるものを除き、多くの開発環境は無償もしく

は低価格になっていくと思われる。

ウェブアプリケーションに転機

2005年に話題となったAjaxは、今後のウェブ

アプリケーションの主流になると見ていいだろう

（図13）。ただし、Ajaxには標準的な開発用フ

レームワークやライブラリーの拡充などこれから

といった部分もある。これについては2006年に

は開発が進むと思われる。マイクロソフトのAtlas

は、ASP.NET内で、Ajaxを実現するためのフ

レームワークを提供し、Visual Studioでの開発

を可能にするという。また、J2EEやPHPの世界

でも、AjaxTagsやPEAR::HTML_Ajaxといった

ライブラリーがすでに登場してきている。開発環

境が充実すれば、さらに多くの利用者や採用シス

テムが増えるはずだ。

Ajax と並んで開発環境が拡充されるのは、

RSS関連であろう。現在では、サーバー側でRSS

を生成することは、ブログシステムなどで行われて

いるが、クライアント側では、専用ビューアーなど

を使ってRSSを扱う必要がある。しかし、今後

は、ウェブサイトの更新だけでなく、さまざまな

ネットワークを介した通知にRSSが使われること

になるだろう。このため、OS側か、それに近い場

所でRSSを扱うことになると思われる。たとえ

ば、RSSの購読やチェック処理は、システム側が他

の処理や通信を見て行い、アプリケーションは購

読先の登録や表示を行うといった切り分けになる

だろう。このようにすることで、メッセージ通知を

RSS に統一することも可能になる。現在では、

Visual Studio Express

Edition：Visual Studio

2005をベースにVisual

BASICやC#、C++などの

言語ごとに個別パッケージ

にしたもの。

Ajax：Asynchronous

JavaScript+XML。最近の

ウェブブラウザーに実装さ

れている JavaScr ipt の

HTTP 通信機能を使い、

ウェブページを再読み込み

せずにサーバーと XML

データのやり取りを行う

ウェブアプリケーションの

実装形態を指す。「エイ

ジャックス」と発音するのが

一般的。

そ の 実 力 は 、す で に

GoogleのGmailや地図検

索などのサービスで広く理

解されている。マイクロソ

フトも、Atlas と呼ばれる

Ajax技術への対応を発表し

て い る ほ か 、M S N や

Live.comなど同社のサイト

での採用も積極的に行って

いる。

開発環境
無料／低価格化、RSSやAjaxの利用拡大、高機能ウェブアプリ化。

塩田 紳二　フリーライター
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が注目され、多くのウェブサービスで採用され始めた。
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ネットを使ったアップデート機能を持ち、ダウン

ロードアプリケーションに近い状態である。さら

には、パッケージ販売されるが、実体はAjaxを

使ったオンラインアプリケーションといったものも

登場するかもしれない。

モバイル系はサーバー依存型へ

Ajax技術は、画面切り替えを行わず、インタラ

クティブ性の高い処理が可能で、従来ローカルで

行っていた処理などをサーバー側で行うことも可

能となる。また、Javaなどでも、表示関連のみ端

末側に置き、多くの処理をサーバー側で行うシス

テムを容易に作れる。

ケータイでは、定額通信が普及しつつあり、常

に通信が可能であるため、こうしたサーバー依存

型のシステムを構築するできる可能性が出てきた。

Ajaxや類似の技術は、モバイル機器向け、特に

ケータイ向けに普及が進むのではないだろうか。

常に通信が可能なケータイなどのモバイル機器

とAjaxや類似技術の組み合わせは、端末側のソ

フトウェアを簡素化できる。たとえば、設定や仮名

漢字変換や手書き文字認識をAjaxを使ってサー

バー側で行うことも可能になる。このため、ソフト

ウェアの更新などはサーバー側で行えるようにな

り、個々の端末で行う必要がなくなる。

ただし、これには、データ通信量の増加といった

デメリットがあるが、定額通信が普及しつつある現

在、データ通信量の増加は必然であり、どちらにし

てもネットワークの増強は必要となる。時間はかか

るかもしれないが、ケータイなどの通信可能なモバ

イル機器は、こうした方向に進むだろう。

ネットワークを介して動作するアプリケーションが

それぞれ独自の通知方法を持っている。たとえ

ば、プリンターの印刷状態の通知やエラー、機器

の故障通知や自己診断結果などである。それは

専用アプリケーションを利用したり、電子メール

を使ったりすることがほとんどである。クライアン

ト側が標準的にRSSを扱うことができるなら、こ

れらすべてをRSS経由で行うことができる。

クライアントに必要なのは、RSSを扱うエンジン

部分とAPIやライブラリーなどであり、2006年に

はその開発や整備が進むと考えられる。

ダウンロード、オンラインAPが普及

Javaや.NET技術などを使うと、実行ファイルを

コピーするだけでシステム設定を変更しないダウ

ンロード型のアプリケーションを開発することが

可能だ。ローカルアプリケーションのインストール

処理は、システム状態を変化させ、他のアプリ

ケーションやOSに影響を与えやすい。このため、

トラブルの原因となることもある。しかし、Ajax

を使ったオンライン／ダウンロードアプリケーショ

ンにはこうした心配がない（表2）。

Ajaxや.NET技術など、非ローカルアプリケー

ションの技術が進歩してきており、セキュリティー

面での問題も解決されつつある。2006年以降は

さらに、これらの普及が進むと考えられる。また、

機能的にもローカルアプリケーションと遜色ない

ものが多く登場することになるだろう。そうなる

と、今後は、これらの境界があいまいになると予

想される。

すでに多くのソフトウェアパッケージがインター

サーバー依存型のケータイ

アプリについて、ACCESS

は、NetFrontでAjaxを利

用可能にするバージョンを

2006年にリリースする予

定としている。また、Dan-

ger社のHipHopプラット

フォーム（米国でT-Mobile

社の扱うSidekick）では、

Javaを使い、サーバー側機

能を使うことで端末コスト

を押さえ、さまざまなサー

ビスを提供可能にしている。

現在、ケータイのソフト

ウェ ア 環 境 に は 、主 に

Linux、Windows Mobile、

Symbian、BREW、Java

などがある。Ajaxのような

技術は、ローカルアプリ

ケーションの必要性を大幅

に減らす可能性もある。メ

ディア再生など、どうしても

ローカルである程度の実行

機能が必要となるものには、

Java やローカルアプリ

ケーションが使われる。た

だし、Javaは、ウェブとの

親和性が高く、ローカルア

プリケーションよりは、

Ajax技術と併用される可能

性が高い。

表2 PCアプリケーションの種類とそれぞれのメリット／デメリット
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格納 実行 インストール メリット デメリット

ローカル クライアント クライアント 必要（手動） すべての機能が利用できる。 配布、更新は個別に行う必要がある。
アプリケーション インタラクティブ性が高い。 高い処理性能が必要。

ダウンロード サーバー クライアント 不要 常に最新のものが利用できる。 通信が必要。
アプリケーション 実行環境はローカルAPと同等が必要。

オンライン（ウェブ） サーバー クライアント 不要 クライアント側を簡素化できる。 通信が必要。
アプリケーション ／サーバー
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Security
点から線へと多面化した脅威

まず、2005年における象徴的な事件を次に挙

げてみる。

①SQLインジェクションによる被害多発

個人情報の搾取や（iframeタグの挿入などによる）

スパイウェア強制注入での財産窃盗の手口

②暗躍するボットネット

迷惑メールやフィッシングサイト構築などの不正ア

クセスインフラと見られる手口。JPCERT/CCと

telecom-ISAC Japanの共同研究では、一日に88

個の新型（亜種）ボットが出現し、その内の約20

個しかその時点で認識できないし、日本の2%～

2.5%のユーザーがボットに感染していると推測さ

れるというレポートも出された。

③顕在化したスパイウェアの脅威

メールなどに添付して巧みにスパイウェアを注入

し、重要情報搾取による財産窃盗を図る手口

④フィッシング詐欺の上陸

巧みな詐欺行為と偽サイトによる重要情報搾取に

よる財産窃盗を図る手口

⑤ますます巧妙化する迷惑メール

メールによる迷惑メールにとどまらず、SPIT

（VoIPでの迷惑メール）やブログにおける迷惑コ

メントや迷惑トラックバックなどにより人間系に近

い手口へ悪質化。ワンクリック詐欺やフィッシング

に悪用。

⑥脆弱無線LANアクセスポイントの無断使用

身元を隠してアクセスするために悪用するケース

が多発。

⑦携帯向けコンピュータウイルス

今後、一層の高機能化が期待されるユビキタス社

会を担うとされている携帯電話向けにコンピュー

タウイルスが登場

⑧一般のコマースサイトに対するDoSの脅威

これまでは、超有名サイトや政治的関係サイトの

みが対象と考えられてきたが、一般のコマースサ

イトも社会システムの一員になるに従い、DoSの

脅威が現実的になった。また、ITシステムに依存

した上場企業も十分に意識すべき脅威となった。

⑨東証などのシステムダウンや新規公開株の入力

ミス（と、処理取消しトラブル）による市場混乱と

不信誘発

⑩ネット証券サイトなどの多くのコマースサイトに

おけるトラブル多発

これらのトピックスから見えてくることは、1つ目

として（①～⑧から）、点としての個々の脅威と、

それぞれが関連してくる線としてのネット犯罪傾向

が明確になってきたことだ。そのため、各種セ

キュリティー製品やセキュリティー検査・監視など、

セキュリティー対策を面として展開する必要性が

出てきたといえる。

明らかにいえるのは、動機が自己顕示欲などか

らくる愉快犯から、金目当ての犯罪にシフトしてい

ることだ。昨今発生している「点」としての脅威

を、「線」としてひも解いてみたのが図14である。

ここから、最終的に金を盗み取って行く構造と、

副次的な市場として「個人情報市場」と「不正アク

セスインフラ市場」ができあがっている構造も見

えてくる。

愉快犯からネット犯罪に変化した今、1.相手は

気付かれないようにしている、よって、2.見る努力

なしに気付くことは難しい。つまり、特におかし

なことが発生していないから、何も起こっていな

いと考えるのは早計である。逆に、愉快犯でない

ので見つかることを嫌がるため、3.証拠取得や警

備などの抑止が極めて有効であるといえる。4.犯

罪者は、基本的に侵入したいところを探すのでは

2005年11月1日、東京

証券取引所で大規模なシス

テム障害が発生。東証1部、

2部、マザーズ全銘柄の取

り引きが午前中全面的に停

止するという史上初の事態

が起きた。システムのバグ

と、マニュアルへの記入漏

れが原因だったとされてい

る。

さらに、続く12月8日、み

ずほ証券の株式大量誤発注

問題が発生し、市場を混乱

させた。この問題も、東証

側システムの不具合によっ

て直後の取り消し操作がで

きなかったことが、事態を

悪化させた原因であったと

いう。IT社会の危うさを露

呈する出来事といえる。

セキュリティー
巧妙化するネット犯罪への対応と欧米式の管理システムが必要に。

西本 逸郎　株式会社ラック SNS事業本部長
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に対する管理責任を問うこととなった法律であっ

たように思う。そのため、実際の運用に関しては

行き過ぎを含めていろいろな教訓があった。大

規模な事故時に、病院から患者の名前が公表さ

れず、事態の把握に手間取ったり、大手電器メー

カーでは、昔の製品の購入者名簿を個人情報保

護法の関係で廃棄したため、不良品に対する初

動対応においてうまく機能できなかったなどの弊

害が出たり、学校の緊急連絡などの情報も適切に

運用されず、逆に児童を危険に追い込んでしまっ

たなどの報道もあった。

今後、社会システムを支える重要基盤であるIT

システムの管理責任が増大することは間違いない

といえる。それは、90年代にメインフレームから

ダウンサイジングやオープン化の流れのときに議

論されたTCOの一環と捉えている。日本では良

くも悪くも昔からすべての項目を必ずしもコストを

かけずにやってきた。それが、仲間全体として利

益でもあったように思う。しかし、ITシステムは

確実に国境を無くしている。そのため、特に、情

報セキュリティーを含む管理システムに関しては、

欧米式を取り入れる必要があるだろう。少なくと

も、管理項目はすべて白日の下にさらして管理し

ていくことが要求されていくと考えている。2006

年はその元年となるだろう。

なく、彼らが持っている道具で侵入できるところ

を探す。侵入できるところがなくなると次の道具

を見つけるなどの特徴を捉えた対策が有効とな

る。

2つ目として（⑨、⑩から）、社会システムがIT

システムへの依存度を急速に増大していること、

並びに大きな社会責任を負ったITシステムに対

して、従来の日本的管理システムでは対応できな

くなっていることが挙げられる。よって今後は、

IT管理や統治に関して欧米式の管理システムの

定着が推進されると予測される。

個人情報保護法に終始した2005年

次に、2005年における制度面でのトピックを挙

げる。

①個人情報保護法の施行

②事業継続計画や管理に対する動き

③日本版SOX法への議論

④IT管理・統治への行政計画の動き

2005年はなんといっても個人情報保護法施行

が大きなトピックスであった。これは、一般企業

（や国民）に対して初めて「情報」や「ITシステム」

TCO： Total Cost of

Ownership。ITシステムな

どの導入や維持、管理にか

かる総費用。

ボット
ネットの
オーナー

脆弱な無線LANを
悪用した身元を
隠した不正アクセス

脆弱な無線LANを
悪用した身元を隠した
不正アクセス

個人情報
管理者

フィッシング
サイト

ボットネット

不正アクセス
インフラ市場

個人情報市場

脆弱な
サイト

個人情報
搾取先兵

現金を受け
取る先兵

被害者
悪徳個人
情報業者

犯人

SQLインジェクション
スパイウェア注入仕込み

DoS攻撃

企画・実施
買い取り

依頼・買い取り

SQLインジェクション
個人情報搾取

持ち出し・
買い取り恐喝

依頼

迷惑メール、フィッシング
ワンクリック詐欺など

スパイウェア注入
重要情報搾取

誘導され、
スパイウェア注入
重要情報搾取

スパイウェア注入
重要情報搾取

フィッシングサイト
スパイウェア埋め込み
サイトに誘導

図14 ネット犯罪の点と線をひも解く
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Robot
万博で注目された次世代ロボット

ロボットは手足のついたコンピュータである。

ロボットとネットワークは無関係だと思っている人

はコンピュータに何ができるか分かっていない。

2005年の次世代ロボット業界は、愛知万博を中

心に回っていたといってよいだろう。2010年に実

用化が可能なロボットと、2020年に登場が期待さ

れるロボットたち、両者合わせた約100体の次世

代ロボットが出展されたのである。掃除や警備、

チャイルドケアなど実用的なものから、研究用プ

ラットフォームとしてのヒューマノイドや恐竜ロボッ

トやシャチホコロボットに至るまで幅広く展示さ

れた。トヨタや日立は自社パビリオンでロボットを

披露。環境博のはずの愛・地球博は、さながらロ

ボット博覧会のようだった。

本稿は次世代ロボットに関するレポートだが、

簡単に産業用ロボットの状況についても触れてお

く。次世代ロボットにも関わりがあるからだ。

2005年は景気が回復基調にあり、自動車産業用

ロボットだけではなく、液晶向け搬送ロボットなど

が好調だった。家庭向けばかりが取り上げられが

ちだが、産業用ロボット業界でも日本の製造業復

権を目指し、画像処理や力センサー、知能化技術

などを取り入れた、新しい組み立てロボットへの

挑戦が続けられている。

産業用ロボットの動向は、安全柵の外に出て、

人間と関わる一般向けロボットの技術ならびに市

場動向にも影響を与える。まず、今は完全に柵の

中にいる産業用ロボットが工場内で人間と触れあ

うようになる。それが製造業以外の一般業務用途

でのロボット技術へと応用展開されていく。そし

て安全規格の策定、公共施設での使用を経て、最

終的に家庭に入っていく。目立つロボットの発表

など多少のイレギュラーはあるだろうが、産業レ

ベルで見ると、これがロボット市場の基本ロード

マップだろう。

以上のような、2005年現在のロボット業界全体

を俯瞰できるイベントとなったのが、12月に過去

最大規模で開催された「2005国際ロボット展」で

ある。基本的には産業用ロボットの展覧会なのだ

が、万博に出展されたロボットもかなりの数を再

び集め、一般に公開。多くの来場者があった。

2005年のサービスロボットのビジネス展開を振

り返ろう。9 月、三菱重工業は家庭用ロボット

「wakamaru」（図15）を東京都23区内限定で販売

開始した。愛知万博でも使用されていたロボット

で、ワードスポッティングによる音声認識、シナリ

オ会話機能、顔認識機能、自動充電機能そのほか

を持ち、一日の生活リズムを持って自律行動し、

ネットに接続して天気予報や占いなどを読み上げ

てくれる。

10月にはソニーのAIBOもRSSリーダーやブロ

グ書き込みなど新機能を搭載してソフトウェアが

リニューアル。「ERS-7M3」として発売された。

富士通フロンテックは搬送案内ロボット「enon」

を実際の商業施設で動かす実験を始めた。12月

1日から25日間の日程で、千葉県八千代市のイオ

ン八千代緑が丘ショッピングセンターで客の出迎

えや商品情報提供、運搬などを行う。

産業技術総合研究所が進める屋外で作業でき

る人間型ロボットの開発計画HRPも「HRP-3」を開

発。防塵防滴装備で1時間100mmの雨に耐える。

一方、サービスロボットを取り巻くビジネス環境

は厳しい。現状では、実際のビジネスにはほとん

ど結びついていない。たとえばwakamaruは国際

ロボット展での同社の講演によると「目標の半数

（50台）も厳しい」販売状況だという。当初は1か

月だった受注期間も延長されている。AIBOは

ネット販売に限定されているし、ハードがリ

次世代ロボット：製造現場で

用いられる産業用ロボット

とは異なり、警備、清掃、介

護、チャイルドケア、エン

ターテインメントなどの用

途において、人間と共存す

ることを目指したロボット

ならびにロボットテクノロ

ジーの総称である。サービ

スロボット、コミュニケー

ションロボットなどと呼ば

れることも多い。

愛・地球博（愛知万博）では、

NEDO技術開発機構の「次

世代ロボット実用化プロ

ジェクト」（予算は約13億

円）で開発されたロボットが

出展された。2010年を目

標にしたロボットは「ロボッ

トステーション」で半年間運

用された。また「プロトタイ

プ開発支援事業」（予算は約

15億円）で委託開発された

2020 年を目標にしたロ

ボット群は、6月 9日～6

月19日に開催された「プロ

トタイプロボット展」でデモ

を行った。

産業用にも「次世代」はある。

たとえばファナックの「ロ

ボットセル」は複数台の知能

ロボットによる組み立てユ

ニットで、熟練工なみの精

度での組み立てが可能、し

かも24時間働ける。また

トヨタは人間による搬送の

補助をするロボットの研究

開発を行っている。

新AIBO「ERS-7M3」の価

格は194,250円。

enonの価格は600万円。

ロボット
愛知万博での注目は集めたもののビジネス化と普及に課題を残す。

森山 和道　サイエンス・ライター
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発売した。特に役に立たなくてもいい、存在その

ものに価値があるホビーロボットの世界は、今後

もじわじわと成長し続けるだろう。

ロボットが普及しない基本的理由は、役に立た

ないからだ。なぜ役に立つものにできないのか。

たとえば茶運びくらいできてもいいはずだ。理由

は簡単で、人に触れても怪我をさせないために、

弱い力しか出せないからである。できることとい

えばネットに接続して天気予報やRSSを読み上げ

るか、ちょっと動き回れる監視カメラ程度だ。安

全を優先すると役に立たず、役に立つものにすれ

ば危険で家庭に入れない。ロボットは、このような

ジレンマに陥ってしまっている。

もちろんビジネス化のためには、万が一のとき

に責任の所在をはっきりさせるための安全基準や

規格も重要だ。それがないと売ることもできない。

ロボットはセンサーネットワークともども、家の

壁や天井に埋め込まれる形になるという意見もあ

る。たとえばTOTOの立ち上がり補助トイレはほ

とんどロボットだといって差し支えない。

産業化を図るうえで、ロボットにどんな仕事を

やらせるのか。安全面はどのようにクリアするの

か。大きな問題だ。技術側は事前の責任を可能

な限り減少させなければならない。だが危険性

をどこまで減らしても事故は発生しうる。つまる

ところ、社会がロボット技術のリスクを受容できる

かどうかは、ロボットがどれだけの有効性を発揮

できるか次第だ。そこが今後の、次世代サービス

ロボット産業の大きな課題となるだろう。

ニューアルされる見込みは薄い。当初、一般販売

を目指していたQRIO（図16）はコーポレートアン

バサダーとしてイベントに登場するのみとなった。

基本的にノートPCの部品で組み上げられている

NECの「チャイルドケアロボットPaPeRo」は音声や

画像認識などのレベルを着実に上げており、かな

りの完成度に達している。だが販売に至っていな

い。一般的に家電で必要とされる100億円の売上

見込みが立たないからだ。ALSOKやSECOMの

警備ロボットも大々的に売れているわけではない。

ただ、富士重工業は、シビアなコスト計算を行い、

ロボットのほうが必ず有利だと判断できる高層ビル

で掃除ロボットを運用することに成功している。

ホビー市場は盛り上がるも
ビジネス化と普及には課題

勢いがあるのはホビーロボット業界だ。ヴィスト

ンは映画「鉄人28号」に合わせてロボットを作製。

組み立て式でPCが別途必要だが、順調に受注し

て生産に至った。ヴィストンは年末にはダイキンの

「ロボぴちょん君」をロボット化した。

自作ホビーロボットの世界では、近藤科学の

「KHR-1」が変わらず売れている。これまでの累計

販売台数は3000台以上。何もなかったところに

数億円以上の市場が突然生まれた計算だ。

これを他のメーカーが黙って見ているわけもな

く、ハイテックマルチプレックスジャパンはさらに

キット化を推し進めた「ROBONOVA-1」を年末に

綜合警備保障株式会社

（ALSOK）は6月に屋内警

備ロボット「ガードロボD1」

を発表した。巡回警備が主

たる用途で、各種センサー

で人体、火災、漏水を検知

する。カメラ画像を内蔵レ

コーダーに録画するだけで

はなく、警備センターに無

線LANを使って送信でき、

エレベーター乗降時にも無

線LANを使用して命令を送

る。

セコムは屋外巡回監視ロ

ボット「セコムロボットX」

を10月に発売した。レン

タル方式で月額料金は1台

約30万円（ロボット単体と

センター側の設備含む）。全

方位カメラ、ズームカメラ

を持ち、オプションとして、

発煙装置、炎感知センサー、

自動消火装置なども搭載可

能。最高時速10km程度で

走行できる。

ヴィストンはロボカップの

ヒューマノイドカップでの優

勝ロボット「VisiON」の中

心メーカー。優勝後は各

メーカーからキャラのロ

ボット化のオファーが絶え

ないという。鉄人28号の

価格は351,750円。

近藤科学はラジコン部品

メーカー。KHR-1の価格は

126,000円。

ROBONOVA-1の値段は

93,333円。

愛知万博では安全性ガイド

ライン作成を社団法人日本

ロボット工業会に委託、「愛

知万博のロボット安全性ガ

イドライン調査専門委員会」

が検討を行った。その結果、

かなり厳しいガイドライン

ができあがり、次世代ロ

ボットたちは人間の監視つ

きでの運用となった。一方、

大阪では松下電器、富士通

などと共同で、空港や駅な

ど実際の人混みのなかで搬

送ロボットを運用する実験

を行っている。

図15 三菱重工業の家庭用ロボット「wakamaru」。本体価

格は1,575,000円。多くのメディアにも登場した。

図16 ソニーの人間形ロボット「QRIO」。9月に発表され

た事業方針では、「AIBO」とともに研究開発を縮小するとの

発表がなされた。
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u-Japan
利用環境では世界最先端を実現

産業革命に匹敵する社会の大転換をもたらす

IT革命。世界各国から引き離された我が国の取

り組みの遅れを懸念し、政府が「e-Japan戦略」で

「5年以内に世界最先端のIT国家となる」との目

標を掲げたのが2001年。5年後の2005年はその

最終年次だった。

目標達成へのラストスパートとして、2月に「IT

政策パッケージ－2005」が策定され、各府省ほか

関係者一丸の取り組みが進められた。今や世界

で最も速くて安いブロードバンド基盤が整備され、

利用環境では世界最先端を実現したといえよう。

しかし、整備された環境が利用され、国民生活

の向上に役立っているとの実感は乏しい。ICTの

利活用により、少子高齢化対応や安心・安全の確

保など我が国が抱える課題を解決する新たな社

会像を描き、その実現に必要な政策を提示した

のが、総務省が2004年12月に策定した「u-Japan

政策」である。

これを受けて2005年には、u-Japanの実現に向

けた具体的な政策提言や制度整備の動きが続い

た。例えば、利活用の前提となる全国的な基盤整

備に向けては、7月に「次世代ブロードバンド構想

2010」が公表され、2010年までにブロードバンド・

ゼロ地域を解消するなどの目標が掲げられた。ま

た、ユビキタスネット社会の1つの象徴である情

報家電ネットワーク化に関しては、7月に総務省・

経済産業省が「情報家電ネットワーク化に関する

検討会」中間取りまとめにより、取り組みの今後の

加速化方策を提示した。ネットワークのユビキタ

ス化に伴って顕在化が懸念される、いわゆる「影」

の問題についても、携帯電話の契約時・譲渡時に

本人確認を義務づける携帯電話不正利用防止法

が4月に、迷惑メール対策を強化する特定電子

メール法改正法が5月にそれぞれ成立するなど、

制度面の対応が進められた。

また、国際協調・連携に向けては、11月の世界

情報社会サミット・チュニス会合で、ユビキタス

ネット社会の実現に向けた取り組みの必要性が確

認された。技術戦略に関しては7月、ユビキタス

ネット社会に向けた研究開発の重点を示す「UNS

戦略プログラム」を情報通信審議会が答申した。

行政に限らず民間企業でも、通信事業者や情報

通信機器メーカーを中心として、表題や基本方針

に「U」や「ユビキタス」を掲げる経営戦略が次々

と打ち出された。2005年は、我が国の行政運営・

企業経営の幅広い領域において、u-Japan（ユビキ

タスネット・ジャパン）という「理念の胎動」が始

まった一年だったといえよう。

u-Japan実現の具体化へ向けて始動

理念が胎動を始めた2005年に続き、2006年は

いよいよu-Japanの理念を具体的な行動に書き下

し、実現に向けた「工程の始動・加速」に全力で

取り組むべき一年である。

まず年明け早々にも、2006年からの政府全体

としての新たな国家戦略が策定される。本稿の執

筆時点（2005年12月）では全容が判明していない

が、u-Japanの立脚点である「ユビキタスネット社

会の実現」が新戦略においてもその根底を支える

こととなるだろう。

新戦略に基づき、総務省だけでなく政府一体と

なって、u-Japan実現に向けた具体的取り組みを

推進することが2006年当初からの課題となる。特

に4月からは「u-Japan政策の推進」に向けて要

求・編成された初めての予算である平成18年度

予算による施策を実施していくこととなる。

今後のポイントとなるのは、第1に、u-Japanが

u-Japan：2010年に世界

最先端の「ICT国家」として

先導することが大目標。①

ユビキタスネットワーク整

備、②ICT利活用の高度化、

③利用環境整備の3政策群

と国際戦略・技術戦略の横

断的戦略から構成される。

ICT： Information and

Communications Tech-

nology。コミュニケーショ

ンを重視する観点から、「情

報通信技術」を意味する語

として、国際機関や世界の

大半の国が使用している。

次世代ブロードバンド構想

2010：総務省の「全国均

衡のあるブロードバンド基

盤の整備に関する研究会」

が次世代ブロードバンド環

境の整備目標として、①

2008年までにブロードバ

ンド・ゼロ市町村を、2010

年までにブロードバンド・ゼ

ロ地域を解消すること、②

2010年までに次世代双方

向ブロードバンド（上り

30Mbps級以上）を90%

以上の世帯で利用可能とす

ることを提唱。

携帯電話不正利用防止法：

携帯音声通信事業者による

契約者等の本人確認等及び

携帯音声通信役務の不正な

利用の防止に関する法律。

一部については2005年5

月5日までに施行済み。残

りについても公布後1年以

内に施行予定。

u-Japan
ユビキタスネット社会実現の具体化へ向けたスタートの年となる。

山碕 良志　総務省 情報通信政策局 総合政策課 課長補佐
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従来の供給側の発想に立つのではなく、利用者の

必要と利便をより強く意識することが必要である。

また、その前提として、すべての利用者が地理

的・身体的な条件などにかかわらず、格差なく安

心してICTを利用できる環境を整備することが不

可欠である。ICTを使いたくても使えない人の存

在は、ICTの課題解決力や価値創発力を著しく弱

めることになる。

ユビキタスネット社会では利用者が意識せずに

ICTとかかわりを持つこととなり、安心・安全の確

保が従来以上に求められる。いずれの面でも、利

用者視点の重視が取り組みの鍵である。

第3に、u-Japanの実現は、即ち我が国産業の

国際競争力強化に直結するという点である。我が

国のICT産業はモバイルや電子タグなどユビキタ

スネット関連技術において国際的に優位に立って

いる。一方、ICTを利用する産業においても、ユ

ビキタスネットワークを活用して業務の効率化や

新たな付加価値の創造が可能である。

ICT産業とICT利用産業の好循環構造を構築

することにより、我が国産業全体の国際競争力が

強化される。国内だけでなく世界に眼を向けてu-

Japanの実現に取り組むことで、結果的にその取

り組みが世界を先導するものとなるのである。

筆者は、総務省でu-Japan政策の総合的推進に

取り組んでいる。各種の機会で読者のみなさまの

ご意見、ご指導をいただければ幸いである。

なお、文中意見にわたる箇所は、筆者の個人的

見解を含むものである。

目指すユビキタスネット社会の実現は、単純なネッ

トワーク構成の変化としてではなく、その変化が

国民や社会全体に対して生み出す効用の増大を

含めて理解されるべきだという点である。

90年代のインターネット普及初期と同様、現在

の典型的なブロードバンド環境でもネットワークに

つながるのは人と人である。しかし、電子タグの

活用や情報家電ネットワーク化が進んだユビキタ

スネットワーク環境では、人と人だけでなく、人と

モノ、モノとモノの間で情報の受発信（コミュニ

ケーション）が可能となる。人間の数は有限だが

モノは無限に存在する。ネットワークを流通する

情報の範囲が無限大に拡大するのである。

また、ユビキタスネットワークは有線・無線が継

ぎ目なく接続されて、利用できるという特徴を持

つ。ネットワークや端末、コンテンツなどに由来す

る利用時の制約から解放され、誰もが使いやす

いICTの実現が期待できる。

あらゆる制約を超え、すべての人が無限大の情

報を受発信できる社会。ICTが生活の隅々まで溶

け込み、空気や水と同じように意識することのな

い社会。ユビキタスネット社会の実現は我が国の

既存構造を一変させるとともに、これまで我々が

想像もしなかった新たな価値の創発を可能とする

パラダイムシフトなのである。

第2に、u-Japanの実現に向けては、利用者視

点の重視が必然だという点である。すべての人が

ICTの利活用を通じて自らの課題を解決できるよ

うにするためには、u-Japanに携わる者すべてが

特定電子メール法改正法：特

定電子メールの送信の適正

化等に関する法律の一部を

改正する法律。2005年10

月26日までに施行済み。

世界情報社会サミット・チュ

ニス会合：WSIS（World

Summit on the Informa-

tion Society）。情報通信

関連の国連サミットで、

2003年の第1フェーズに

続く第2フェーズとして開

催。チュニスコミットメント

およびチュニスアジェンダ

を採択。

UNS 戦略プログラム：

UNSとは、ユビキタスネッ

トワーク社会（Ubiquitous

Network Society）に向け

た、3つの重要研究開発・戦

略プログラム（ユニバーサ

ル（Universal）コミュニ

ケーション技術戦略、新世

代（New Generation）ネッ

トワーク技術戦略、ICT安

心 安 全（ Security and

Safety）技術戦略）の頭文

字を取った略称。

u-Japanの「u」には、「ユビ

キタス」のほかに、「user-

oriented（利用者の視点が

融け込む）」、「universal（人

に優しい心と心の触れ合

い）」、「unique（個性ある活

力が湧き上がる）」といった

含意がある。

現状

2005年までに世界最先端のIT国家となる（e-Japan戦略）

およそ1割の自治体において
ブロードバンドサービスが
未提供であり、地域格差が存在

45%の利用者がICTが
問題解決に役立つと評価、用途は
ウェブサイト閲覧などに限定

利用者の約3分の1が、
インターネット利用に不安感

目標

2010年には世界最先端の「ICT国家」として先導

2010年までに国民の100%が
高速または超高速を
利用可能な社会に

2010年までに国民の
80%がICTは課題解決に
役立つと評価する社会に

2010年までに国民の80%が
ICTに安心感を得られる社会に

図17 u-Japan政策のロード

マップ。e-Japanの成果を活か

し、今後 5 年で世界最先端の

ICT国家を目指す。
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Media and Ne
メディアを脅かすネットの波

2005年は、既存メディアがIT企業による「想定

外」（?）の挑戦をいくつも受けた年だった。2006年

もこの業界にそのような変化が襲うのか? それ

はきちんと想定しなくてはならない話だと思え

る。現在のメディアの中心にいる新聞や放送は、

これまでもテクノロジー革新があるごとに屋台骨

を揺るがされてきたからだ。

100年以上の歴史を持つ新聞業界は、まずはラ

ジオの洗礼を受け、戦後はテレビに危機感を募ら

せた。20年ほど前にニューメディアが喧伝され、

ビデオテックスが出現して通信会社がニュースな

どのコンテンツを提供するサービスを始めると、

米新聞協会は「報道の自由が脅かされる」と反対

した。ビデオテックスは電話線に高価な特殊端末

を付け、独自の方式で画像を送るクローズな仕組

みだったが、結果的に離陸しなかった。しかしこ

れと同じような機能を易々と実現したのは、IT業

界が主導するオープンなネットのページだった。

日本が世界に先駆けて開発した次世代テレビ

に脅威を感じたのは、米国のコンピュータ業界

だった。しかし、IT業界の反対がデジタルテレビ

の出現を促し、90年代には放送波がデジタル化さ

れ、同じ素材を多様なチャンネルで送ることが可

能になった。

マスメディアは報道の社会性や影響力にばかり

注目が集まるが、実は巨大な装置産業でもある。

というのも、新聞は日々取材し編集してコンテン

ツを作る部門以外に、印刷して配送するという特

殊なインフラが必要だし、放送も制作から編成以

外に、電波を送信するための設備や系列ネットな

しには実現しない。そのうえ、有限の資源とされ

る電波は、公共財として許認可の対象でもある。

おまけに、これらの産業はコンテンツ制作とイン

フラとしてのメディアを一体化して、不可分な関係

を維持してきたいわゆるクローズなシステムのた

めに、他産業からは参入する隙間もなかった。

ところが、インフラとしての印刷や配送、電波の

ネットにあたる部分にデジタル化の波が打ち寄せ、

上部構造である編集や制作にも応用され始めた。

共通する基盤としてのデジタル技術はもともとオー

プンで、各部門のツールが共通化されることで参

入障壁が大幅に下がった。これらを支える共通基

盤となったIT産業は、その上に乗ってアクセス可

能となったコンテンツ産業としてのマスメディアに

秋波を送ることになる。

新旧メディアの攻防

既存メディアがGoogleとAmazonの連合に飲み

込まれるとする最近話題の「EPIC 2014」に類す

るビジョンは、ここ何十年かの間にたびたび論議

されてきた。しかし業界の反応は、「新しいメディ

アにシェアを少しは奪われるだろうが、業界は不

滅で大きな変化はない」と、楽観的な展望を説く

ものばかりだった。事実、米国のAOLによるタイ

ム・ワーナー買収は破綻したし、ライブドアや楽天

による放送と通信の融合の試みはうまくいったと

はいえない。ネット企業が取材やコンテンツ作り

のノウハウをマスメディアに求めて資本提携や企

業買収を仕掛けても、企業文化の違いの溝は想

像以上に大きく、情報流通のインフラの補完やビ

ジネスモデルの統合といった上部構造の論議もか

み合わない。

それでは、既存メディアに大きな変化はないの

か? 先述のように、この産業を成り立たせている

インフラはオープン化し、すでに外部の影響に晒

されている。ネットの利用時間は新聞のそれを超

え、活字を読む世代の中心だった団塊の世代は

EPIC 2014は、2014年

のインターネットの未来を

描いて話題を呼んだフラッ

シュムービー。Googleと

A m a z o n が 合 併 して

Googlezonが誕生。ニュー

ヨークタイムスなどの既存

メディアを脅かす存在にな

るという内容。公開当時は

単なるジョークで受け止め

られたものの、その後に

GoogleやYahoo!が打ち出

したサービスによって、少

なからず現実みが増すこと

となった。

日本でも、ライブドアや楽

天などのネット企業による、

テレビ・ラジオ局の買収と

いった動きが注目された。

既存メディアとネット
既存メディアは来るべき本当の“変化”に対する備えを考える時。

中野 我望　メディア研究家／ジャーナリスト
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et
れているのだろう。今年も、新聞社がブログや

SNSの機能を取り込んだニュースサイトを構築し

たり、放送局がブロードバンドでテレビ番組や新

しいインタラクティブなソフトを配信したりする試

みがいくつか見られるだろう。ポッドキャストやワ

ンセグ放送に連動した携帯電話を使ったインタラ

クティブなサービスも始まるだろう。当分はWeb

2.0に代表される、利用者側に選択の幅を与え、

情報ドリブンなネット環境を作ることが求められ、

それに対応した試みをメディア各社やIT企業が

仕掛けていく時期が続くだろう。

既存メディアはテクノロジーの革新が起きるごと

に、最初は否定し、知らない間に取り込んでい

た。これからも同じパターンが続くはずだ。しか

し、恐竜の種類が変わるような変化の後には、い

ずれ爬虫類が哺乳類に変わるもっと大きなフェー

ズ、いわゆる氷が水に変わるような相転移のよう

な過激な変化が起こる瞬間がやってくるに違いな

い。それが何であるかはまだ明確には見えない

が、それを想定する力がいま試されている。

これから高齢化し、社会の中心から去っていく。

若い世代はネットでニュースを読み、EPICの祖先

にあたるGoogleニュースのようなサービスが徐々

に進化している。ブログを使って個人がニュース

サイトを作ったり、市民ジャーナリズム的な活動も

始めるようになった。日本では普及したブロード

バンドを使ってテレビ番組の再送信も始まり、携

帯電話を使ったデジタル放送も開始される。表面

上の動きは起きている。

これらは、本が新聞に、映画がテレビに飲まれ

ていくような歴史的に中長期にわたるうねりの断

面のミクロな現象に過ぎない。メディアの主権交

代（?）には、以前は数十年の時間がかかったが、

近年のITの進歩はドッグイヤーとも称され、変化

に要する時間も劇的に短縮される傾向にある。

事実、図18が示すように、インターネットはラジオ

やテレビよりも急速に成長している。

既存のメディアをネットに代表されるITインフ

ラが飲み込んでいくことは必然だと思われる。

ではそれが、いつ、どのように起こるかが問わ
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視聴者数5000万人に達するまでの年数

　　ラジオ＝38年

　　テレビ＝13年

　　CATV＝10年

　　インターネット＝5年

マスメディア

ラジオ CATV インターネットテレビ

図18 「マスメディア」としてのインターネット（米国）。米国のインターネットは、メディア史上最短で1998年に「マスメ

ディア」となった（米国では人口の5分の1に当たる5000万人に届くメディアをマスメディアと呼ぶ）。

出典：米モルガン・スタンレー・ディーン・ウィッター／テクノロジー・チーム（「日経産業新聞」1997年10月24日付で掲載

されたモルガン社調査のグラフを、モルガン社のご協力により1999年5月時点に原稿化）
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